
令和５年度

兵庫県加東市

主要施策の成果



　（１）会計別決算の状況

【説明】

　一般会計は、歳入歳出差引額659,833,593円のうち、255,248,000円が繰越事業に伴う一般財源等所要額、また210,000,000円を財政調整基金に
繰り入れることとし、純繰越額は、194,585,593円となります。

介護保険保険事業特別会計 3,680,340,082 3,616,622,903 63,717,179 32,000,000

小　　　計 8,083,652,020 7,990,088,795 93,563,225 39,000,000

特
別
会
計

合　　　　　計 34,140,047,921 33,386,651,103 753,396,818 249,000,000

一　般　会　計 26,056,395,901 25,396,562,308 659,833,593 210,000,000

7,000,000

後期高齢者医療特別会計 571,690,455 554,886,964 16,803,491 0

国民健康保険特別会計 3,831,621,483 3,818,578,928 13,042,555

令和５年度決算の概要

（単位：円）

会　　　　　計　　　 歳入決算額 歳出決算額 差引額 うち基金繰入額
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　（２）財政概要（普通会計）

（単位：千円、％）
年度 年度

区分 区分
26.8%
18.2%
14.3%
6.4%
0.6%
0.2%
0.2%
2.0%
1.6%
5.5%

15.9%
0.2%
8.3%

100.0%
12.6%
17.4%
9.5%

39.4%
12.4%
0.8%

14.2%
26.0%
7.5%

18.3%
0.1%
7.2%

100.0%
【概要】 《財政指標等》

・経常収支比率は、地方税が減となったことに加え、人件費や物件費、扶助費
など経常的な歳出も増となったため、2.4ポイントの増となりました。
・地方債現在高は、1,841,453千円増の25,579,062千円となり、基金現在高は、
1,163,392千円減の13,377,744千円となりました。
・実質公債費比率は、地方債の元利償還金額が減となったものの、下水道事業
に係る繰出金の増などにより、単年度で対前年度比0.3ポイント・3か年平均で
は0.6ポイント上昇の6.6％となりました。
・将来負担比率は、将来負担額より充当可能財源等が多いため算定されません
が、一般会計における地方債残高の増及び基金現在高の減により、参考値は
16.5ポイント上昇しました。

《歳入》
・歳入決算額は、社地域小中一貫校整備事業に係る国庫支出金及び地方債が増となった
ほか、デジタル田園都市国家構想交付金や防衛施設周辺整備事業補助金など国庫支出金
が増となったことから、全体で、対前年度比2,864,263千円の増となりました。
・地方税は、固定資産税は新築家屋が増となったものの償却資産の減に伴い36,343千円
の減となり、対前年度比62,681千円の減となりました。
・地方交付税は、国税収入の増に伴う普通交付税の再算定により、対前年度比49,330千
円の増となりました。また、臨時財政対策債は、対前年度比226,000千円の減となりま
した。
・繰入金は、小中一貫校整備事業等に係る公共施設整備基金繰入金や財政調整基金繰入
金の増により、対前年度比1,100,547千円の増となりました。

（その他） 36,113 37,879 △ 1,766
そ の 他 1,821,001 1,811,620 9,381

《歳出》
・扶助費は、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業の増などに
より、対前年度比409,328千円の増となりました。
・補助費等は、物価高騰対策としての水道料金減免に係る水道事業会計補助金
の減や営農継続支援事業の終了による減などにより、対前年度比619,574千円の
減となりました。
・投資的経費は、小中一貫校整備事業の増により対前年度比3,167,559千円の増
となりました。

物 件 費 3,139,870 3,443,446 △ 303,576
維 持 補 修 費 193,417 172,511 20,906

歳
　
　
出

2,400,107 2,431,104 △ 30,997 ―(△73.5) ―(△90.0) ―(16.5)

（補助） 1,916,209 720,326 1,195,883
（単独） 4,655,489 2,682,047 1,973,442

3,617,942 4,237,516 △ 619,574
投 資 的 経 費 6,607,811 3,440,252 3,167,559
補 助 費 等

小 計 10,016,521 9,554,852 461,669
公 債 費
扶 助 費 4,410,482 4,001,154 409,328 実 質 公 債 費 比 率 6.6 6.0 0.6
人 件 費 3,205,932 3,122,594 83,338 標 準 財 政 規 模

将 来 負 担 比 率

計 25,396,562 22,660,197 2,736,365

7,279,619 △ 848,450
計 26,056,396 23,192,133 2,864,263 財 政 力 指 数 0.63 0.64 △ 0.01

そ の 他 2,168,034 2,175,778 △ 7,744 　　　その他特目基金 6,431,169

12,730,390 12,544,892 185,498

6,494,143 △ 315,152
　臨時財政対策債 54,000 280,000 △ 226,000 　　　減債基金 767,584 767,374 210
地 方 債 4,137,900 2,370,600 1,767,300 財政調整基金 6,178,991

23,737,608 1,841,454
繰 入 金 1,422,222 321,675 1,100,547 基 金 現 在 高 13,377,744 14,541,136 △ 1,163,392
諸 収 入 429,069 444,178 △ 15,109 地 方 債 現 在 高 25,579,062

88.7 2.4
寄 附 金 524,588 865,493 △ 340,905 臨時財政対策債除く 91.5 90.6 0.9
財 産 収 入 39,428 96,742 △ 57,314 経 常 収 支 比 率 91.1

△ 255,135 △ 341,178
手 数 料 62,090 63,810 △ 1,720 実 質 収 支 比 率 3.2 3.6 △ 0.4
使 用 料 162,207 173,191 △ 10,984 実 質 単 年 度 収 支 △ 596,313

76,189 179,059
455,747 △ 51,161

県 支 出 金 1,666,737 1,601,791 64,946 単 年 度 収 支 △ 51,161 △ 111,737 60,576
国 庫 支 出 金 3,732,037 3,353,440 378,597 実 質 収 支 404,586

（単位：千円、％）

令和５年度 構成比 令和４年度 増減 令和５年度 令和４年度 増減

歳
　
　
入

地 方 税 6,978,025 7,040,706 △ 62,681

財
政
指
標
等

形 式 収 支 659,834 531,936 127,898
地 方 交 付 税 4,734,059 4,684,729 49,330 繰り越すべき財源 255,248
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［一般会計］
（款）総務費　（項）総務管理費 （単位：千円）

事業費

千円

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 戦略的行政経営の創造

担当課 主要施策 人材育成と職場環境の整備

人事課 取組 職場の人材育成

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 まちの活力の創造

担当課 主要施策 シティプロモーションの推進

企画政策課 取組 市の認知度の向上

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 広報・広聴の推進

担当課 主要施策 広報・広聴活動の充実

秘書広報課 取組 情報提供の充実

一般管理費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

一般管理運営事業（組織風土改
革）

職員の働きがいや意欲、組織に対する思
い入れ、愛着などのエンゲージメントを
高める「組織風土改革」に引き続き取り
組み、職員一人ひとりが熱意とチャレン
ジ精神をもって主体的に働く職場環境づ
くりを実現し、市民サービスの質や市民
満足度の向上につなげる。

組織風土改革として部長級及び課長級職
員が各部署の組織課題に対する取組を行
うことにより、エンゲージメントが高ま
りつつあり、コミュニケーションが活性
化するとともに職員間の相互理解が深ま
り、課単位の組織改善が進んだ。

ふるさと納税推進事業 民間ポータルサイトやテレビ番組等を活
用し、広く情報発信を行うとともに、返
礼品の充実に取り組むことにより、ふる
さと納税を促進し、自主財源の確保及び
市のPRを図る。

ポータルサイトやテレビ番組を活用した
情報発信、返礼品の追加、企業版ふるさ
と納税の受入等により、自主財源の確保
及び市のPRを行った。
　寄附実績　517,057千円・11,542件
 （前年度比 △345,797千円・△6,077
  件）
　企業版ふるさと納税
　　寄附金　1件・3,000千円
　　物品　　1件

4,620

265,793

文書広報費

8,855

広報・広聴事業
市民に市政情報を提供するため、広報か
とうを毎月15,600部発行する。また、市
民活動を多く掲載し、躍動感ある紙面づ
くりを進める。

各区長・自治会長を通じて各戸に配布し
た。地区を通じて配布されず郵送を希望
される世帯には、郵送を行った。また、
できるだけ多くの市民の手に渡るようHP
等に広報を掲載する等、市の様々な情報
を広く発信できた。加えて、特集記事は
時流を踏まえた題材を取り上げ、分かり
やすい表現にする等、加東市の今を伝え
る親しみやすい広報誌づくりに努めた。
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［一般会計］
（款）総務費　（項）総務管理費 （単位：千円）

事業費

千円

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 安定した行政経営基盤の確立

担当課 主要施策
適正な財産管理と施工監理・検査
体制の充実

管財課 取組 公共施設の適切な維持・活用

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 安定した行政経営基盤の確立

担当課 主要施策
適正な財産管理と施工監理・検査
体制の充実

管財課 取組 公共施設の適切な維持・活用

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 安定した行政経営基盤の確立

担当課 主要施策
適正な財産管理と施工監理・検査
体制の充実

管財課 取組 公共施設の適切な維持・活用

財産管理費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

老朽化した旧滝野庁舎の受水槽を更新す
るとともに、外壁及び屋上防水工事の実
施設計業務を実施する。

安全な水の安定供給を図るため、旧滝野
庁舎の受水槽及びポンプの更新工事を実
施したが、電線等の供給不足により、工
事を令和6年度に繰り越した。また、令
和6年度に実施する外壁及び屋上防水工
事の実施設計を実施した。

22,378

庁用車管理事業（公用車更新）
公用車を適切に維持管理するとともに、
老朽化した公用車を環境に配慮した電気
自動車（軽自動車2台）及び低燃費車（軽
自動車9台）に更新する。

公用車更新計画に基づき老朽化した公用
車10台を電気自動車2台及び低燃費車10
台に更新したことにより、温室効果ガス
の排出抑制に貢献した。
更新車両に前後ドライブレコーダーを設
置し、職員の安全運転意識の向上を図っ
た。

20,193

旧滝野庁舎維持管理事業（旧滝
野庁舎受水槽更新工事並びに外
壁及び屋上防水工事実施設計業
務）

8,290

本庁舎等維持管理事業（コミュ
ニティポール設置工事）

市の事業等を広く周知するため、庁舎東
駐車場にコミュニティポールを設置す
る。

市及び市の事業について情報発信するた
め、庁舎東駐車場にコミュニティポール
を設置した。
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政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 安定した行政経営基盤の確立

担当課 主要施策
適正な財産管理と施工監理・検査
体制の充実

管財課 取組 公共施設の適切な維持・活用

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 安定した行政経営基盤の確立

担当課 主要施策
適正な財産管理と施工監理・検査
体制の充実

管財課 取組 適正な契約事務の推進

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 安定した行政経営基盤の確立

担当課 主要施策
適正な財産管理と施工監理・検査
体制の充実

管財課 取組 公共施設の適切な維持・活用

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 戦略的行政経営の創造

担当課 主要施策
効率的かつ効果的な行政経営の推
進

企画政策課 取組 広域連携の推進

54

定住自立圏推進事業

企画費

加東市、加西市、西脇市及び多可町によ
る北播磨広域定住自立圏形成協定に基づ
いた魅力ある圏域づくりにより定住を促
進するため、第2次北播磨広域定住自立圏
共生ビジョンに基づく取組を推進する。

令和8年度からを計画期間とする次期公共
施設等総合管理計画の改訂に向けた施設
情報の収集及び一元化を実施するととも
に、不用となった土地開発基金保有の土
地を売却に向けて、買い戻す。

固定資産台帳、公有財産台帳及び各課保
有の台帳を突合し、固定資産台帳の精緻
化を実施することで、市の保有する公有
財産の現状及び総量を把握した。
また、令和5年度に買い戻した土地開発
基金保有の土地6筆のうち、1筆は売却す
ることで自主財源を確保した。また、3
筆は公園や道路の一部として活用した。

516

契約事務事業（営繕工事体制の
構築及び技術系職員の育成）

公共工事の品質を確保するため、営繕工
事体制を新たに構築するとともに、研修
参加等により、技術系職員を育成する。

営繕積算システムを1台追加し、建築士
の設計積算技術の向上を図るとともに、
研修会の実施により技術系職員の知識の
取得、向上に努めた。
　工事監督職員研修（土木工事2時間、
建築工事2.5時間）参加者数45人
　オーダーメイド型研修（土木工事3時
間）参加者数18人

72,967

財産管理事業（公共施設等総合
管理計画改訂支援業務及び土地
開発基金保有の土地の買い戻
し）

第2次北播磨広域定住自立圏共生ビジョ
ンに基づく連携事業を推進するととも
に、共生ビジョン懇談会において、その
進行管理を行い、魅力ある圏域づくりに
向けて、3市1町が連携して取組を進め
た。

東条地域小中一貫校開校に伴い、廃校し
た旧東条西小学校跡地を活用するため、
学校施設の解体工事を実施する。

廃校とした旧東条西小学校の校舎棟、
プール及び付属棟並びに温室、屋外遊具
等付帯設備の解体撤去工事を完了した。
　校舎棟　鉄筋コンクリート造　3階建
　プール棟　コンクリートブロック造等
　建築面積合計　1,798.19㎡
　延床面積合計　3,821.39㎡

286,196

旧東条西小学校施設転用事業
（校舎解体工事）

財産管理費
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［一般会計］
（款）総務費　（項）総務管理費 （単位：千円）

事業費

千円

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 まちの活力の創造

担当課 主要施策 シティプロモーションの推進

企画政策課 取組 市の認知度の向上

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 戦略的行政経営の創造

担当課 主要施策
持続可能な地域公共交通ネット
ワークの形成

企画政策課 取組 地域公共交通ネットワークの形成

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 戦略的行政経営の創造

担当課 主要施策
持続可能な地域公共交通ネット
ワークの形成

企画政策課 取組 地域公共交通ネットワークの形成

企画費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

暮らしを支え、交流を促進し、地域とと
もに守り育てる、持続可能な地域公共交
通ネットワークを形成するため、地域公
共交通計画に基づく施策に取り組む。

交通事業者と既存公共交通の維持確保に
向けた協議を進めるとともに、市内小中
学校に対するモビリティマネジメントの
実施等、加東市地域公共交通計画に基づ
く施策を推進した。

66,803

地方バス等公共交通維持確保対
策事業

6,205

定住移住促進事業 マスメディアやSNS、CATV等を通じた市内
外への情報発信や、市民、各種団体等と
の連携によるプロモーションの推進によ
り、ふるさと加東への愛着・誇りの醸成
と市の認知度の向上を図る。

SNSやPRサイト等各種媒体の活用、都市
部イベントへの出展、フォトコンテスト
の開催等により、ふるさと加東への愛
着・誇りの醸成と市の認知度向上につな
げた。

生活交通手段として重要な役割を持つ路
線バスを維持確保するため、バス事業者
に補助金を交付し、市民福祉の向上を図
る。また、市内一律運賃制度を実施し、
路線バス等の利用促進を図る。

国及び県の協力を得ながら、沿線市町と
協調して、乗合バス事業者に補助金を交
付し、生活交通手段を確保した。
　補助対象期間（R4.10～R5.9）の実績
　　補助対象バス路線　13路線
　　補助対象バス路線の輸送人員
　　　　　　　　　　539,935人
　　一律運賃制度利用件数
                    57,989件

3,380

公共交通対策事業
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政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 戦略的行政経営の創造

担当課 主要施策
持続可能な地域公共交通ネット
ワークの形成

企画政策課 取組 地域公共交通ネットワークの形成

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 戦略的行政経営の創造

担当課 主要施策
持続可能な地域公共交通ネット
ワークの形成

企画政策課 取組 地域公共交通ネットワークの形成

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 戦略的行政経営の創造

担当課 主要施策
効率的かつ効果的な行政経営の推
進

企画政策課 取組 総合計画に基づいたまちづくり

企画費

交通空白地における生活交通手段の確保
を図るため、自家用有償旅客運送事業
を、米田地域、鴨川地域、東条西地域
（大畑、蔵谷、藪）及び福田地域に委託
する。また、地域間の移動手段を確保す
るため、東条学園スクールバスを活用し
た定時定路線型交通の実証実験を新たに
実施する。

自家用有償旅客運送事業を対象地域に委
託し、生活交通手段を確保した。
　利用人数
　　米田ふれあい線　727人
　　きよみず線　656人
　　とうじょうあいあい線　301人
　　福田ふくふく線　830人
また、東条学園スクールバスを活用した
実証実験を新たに開始し、運行地域の定
時定路線型交通に対する需要の把握に努
めた。
　　社東条東線（R5.10～）　333人

令和4年度に策定した第2次加東市総合計
画後期基本計画書を印刷製本するととも
に、概要版を全世帯に配布し、計画内容
の周知・共有を図る。

第2次加東市総合計画後期基本計画書を
印刷製本し、市議会、各種委員・団体、
地区（自治会）等に、概要版を全世帯に
配布することで、計画内容の周知・共有
を図った。
　印刷部数　総合計画書 2,000部
　　　　　　概要版 16,000部

9,751

自家用有償旅客運送事業

3,465

総合計画策定事業

11,924

乗合タクシー事業 市街地内の公共交通ネットワークの充実
を図るため、社市街地内の主要な施設を
循環する乗合タクシーを運行する。ま
た、高齢者等の地域内における移動手段
を確保するため、デマンドタクシーの導
入に向けた実証実験を新たに実施する。

乗合タクシーの運行により、自家用有償
旅客運送利用者の利便性の向上を図ると
ともに、12月1日から停留所を1か所追加
し、地域公共交通ネットワークの充実を
図った。
　運行日数　242日
　利用者数　2,249人
また、令和6年1月からデマンド型交通の
実証実験を開始し、主に高齢者の移動手
段の確保を図った。
　利用件数　1,361件
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［一般会計］
（款）総務費　（項）総務管理費 （単位：千円）

事業費

千円

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 協働のまちづくりの確立

担当課 主要施策
協働のまちづくりによる地域の活
性化

人権協働課 取組 協働のまちづくりへの推進

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 協働のまちづくりの確立

担当課 主要施策
協働のまちづくりによる地域の活
性化

人権協働課 取組 協働のまちづくりへの推進

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 まちの活力の創造

担当課 主要施策 シティプロモーションの推進

企画政策課 取組
ふるさと加東への愛着・誇りの醸
成

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策 安全・安心で良好な住環境の形成

都市政策課 取組 魅力ある住環境の構築

企画費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

113

市民協働事業（地域課題解決） 「加東市協働のあり方ガイドライン」に
基づき、まちづくりを市民と協働で進め
るとともに、「躍動する兵庫応援事業」
への取組を行い、地域による主体的な地
域づくりを推進する。

兵庫県の「持続可能な多自然地域プロ
ジェクト」事業を活用する等、地域によ
る主体的な地域づくりの取組を支援し
た。

若い世代の定住・移住を促進するため、
結婚に伴う新生活に係る費用や働く世代
の戸建住宅取得費用を支援する。
　結婚新生活支援事業（上限600千円）
　働く世代住宅取得支援事業（200千円
（子育て世代上乗せ（200千円）、地元業
者上乗せ（100千円））

結婚に伴う新生活に係る費用のうち、新
居の住居費や引越費用について30万円
（29歳以下の方は60万円）を上限に補助
し、新婚夫婦の新生活を支援した。
また、戸建住宅を取得した働く世代に対
して住宅取得費用の一部（最大50万円）
を補助し、定住人口の増加に取り組ん
だ。
　結婚新生活支援補助金　27件
　働く世代住宅取得支援補助金　13件

10,042

総合戦略事業（結婚新生活支援
補助、働く世代住宅補助）

0

市民協働事業（まちづくり
ウォーク）

令和5年度から令和6年度にかけて、市長
が市内各地を巡り、地域との直接対話を
通し、地域の課題について意見交換を行
う「まちづくりウォーク」を実施するこ
とで、地区の実情を知る機会とするとと
もに、その結果を今後の市の施策に活か
す。

市内40地区において「まちづくりウォー
ク」を実施し、地区の実情や要望を把握
するとともに、課題を共有してその解決
に向けて協働する機会とした。
　地区参加人数　218人

1,440

総合戦略事業
加東市人口ビジョン（改訂版）及び第3次
加東市総合戦略を印刷製本するととも
に、概要版を全世帯に配布し、計画内容
の周知・共有を図る。

加東市人口ビジョン（改訂版）及び第3
次加東市総合戦略を第2次加東市総合計
画後期基本計画と同一の冊子に印刷製本
し、配布することで、計画内容の周知・
共有を図った。
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政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 まちの活力の創造

担当課 主要施策
にぎわいと活力があふれるまちづ
くり

まちづくり創造課 取組 まちの拠点づくりの推進

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 まちの活力の創造

担当課 主要施策
にぎわいと活力があふれるまちづ
くり

まちづくり創造課 取組 まちの拠点づくりの推進

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 人権尊重のまちづくり

担当課 主要施策
国際交流と多文化共生のまちづく
りの推進

企画政策課 取組 多文化共生社会の実現

企画費

姉妹都市交流を推進し、異文化学習・友
好親善を図ることで、広い視野を持った
国際力豊かな人材を育成する。

NPO法人加東市国際交流協会と連携し、
オリンピア市から親善使節団を加東市に
受け入れ、姉妹都市提携40周年記念調印
式を行うとともに、オリンピア市へ加東
市の中高生を派遣し、国際力豊かな人材
の育成を図った。
　使節団受入　受入人数  18人
　留学生派遣　派遣人数　12人

国際交流事業
費

3,675

国際交流事業

10,144

まち活性化推進事業 まちの拠点づくりの推進及び新産業団地
用地の創出に向けた協議・調整をはじ
め、まちの拠点づくりコンソーシアム事
業の実施により、将来にわたって活力あ
るまちづくりを推進する。

まちの拠点の形成及び産業団地の創出に
向けた関係機関等との協議・調整をはじ
め、まちの拠点づくりコンソーシアム事
業の実施により、将来にわたって活力あ
るまちづくりを推進した。
　まちの拠点づくりコンソーシアム事業
　来場者数　13,493人

5,398

まちの拠点施設管理運営事業
（指定管理）

まちの拠点施設の管理運営を指定管理に
より行い、まちの拠点における交流やに
ぎわいを創出する。

にぎわい交流施設「halK」の管理運営等
を指定管理により行い、施設を適切に維
持管理するとともに、まちの拠点におけ
る交流やにぎわいの創出につなげた。
　待合交流ラウンジ利用者数
　　　　　　　　　　　　150,956人

- 9 -



［一般会計］
（款）総務費　（項）総務管理費 （単位：千円）

事業費

千円

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 人権尊重のまちづくり

担当課 主要施策
国際交流と多文化共生のまちづく
りの推進

人権協働課 取組 多文化共生社会の実現

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 危機管理・交通防犯体制の強化

担当課 主要施策 交通安全・防犯対策の推進

防災課 取組
交通安全施設の整備と交通安全意
識の向上

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

国際交流事業
費

9,599

在住外国人生活支援事業

増加する市内外国人住民の日常生活を支
援するため、文書の多言語翻訳や通訳派
遣を実施するとともに、NPO法人加東市国
際交流協会と連携して日本語教育や日本
語を使ったワークショップ等を実施す
る。また、日本人住民と外国人住民の交
流事業として、第2回パークゴルフ大会を
開催し、多文化共生を推進する。

外国人住民の日常生活を支援するため、
文書の多言語翻訳や通訳派遣を実施する
とともに、NPO法人加東市国際交流協会
と連携し、日本語教室や相談窓口の開設
等の生活支援、交流事業を実施した。
　日本語教室社教室（43回開催）
　　　　　　　参加人数　延べ745人
　日本語教室東条教室（45回開催）
　　　　　　　参加人数　延べ379人
　こども日本語教室（40回開催）
　　　　　　　参加人数　延べ346人
　日本語を使ったワークショップ
　　（2回開催）　　参加人数　46人
　第2回パークゴルフ国際大会
　　　　　　　　　 参加人数　48人
　外国人相談窓口対応件数　  446件

交通安全対策
費

2,961

交通安全対策推進事業 市民一人ひとりが交通ルールやマナーを
守り、交通事故のない安全で安心な環境
づくりを進めるため、交通事故防止対策
（交通安全啓発活動、交通安全教室、交
通安全協会負担金の拠出）を行う。

関係機関と連携し、交通安全啓発活動や
交通安全教室を実施し、市民や企業の交
通安全意識の向上や安全で安心な環境づ
くりを進めた。
　交通安全対策委員会　　　　　　1回
　交通安全教室　　　　　　　3,704人
　啓発キャンペーン　　　　　1,741人
　交通安全協会負担金　　　1,730千円
　シートベルト着用率調査　　　400台
　自転車シミュレーター
   15回（庁舎ロビー）  　　　 122人
 　 4回（交通安全教室内）　　  17人
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政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 危機管理・交通防犯体制の強化

担当課 主要施策 交通安全・防犯対策の推進

防災課 取組
交通安全施設の整備と交通安全意
識の向上

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 危機管理・交通防犯体制の強化

担当課 主要施策 交通安全・防犯対策の推進

防災課 取組 地域ぐるみの防犯活動の推進

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 危機管理・交通防犯体制の強化

担当課 主要施策 交通安全・防犯対策の推進

防災課 取組 地域ぐるみの防犯活動の推進

防犯対策費

交通安全対策
費

5,675

交通安全施設整備事業

通学路及び夜間における通行者の安全確
保に努め、犯罪の抑制と安全安心のまち
づくりを推進するため、LED防犯灯の設置
（88灯）並びに防犯カメラの設置（1台）
及び更新（15台）を行う。
また、加東市安全安心のまちづくり活動
補助金を交付し、安心・安全対策に関す
る地区（自治会）や市民の自主的な活動
を支援する。

防犯灯及び防犯カメラの設置により、犯
罪を抑制できた。また、警察への情報提
供により、被疑者を特定することができ
た。
　リース対象LED防犯灯 　 3,173灯
　防犯灯（LED） 設置　  　 105灯
　　　　 　　　 修繕   　 　14灯
　防犯カメラ設置  新設       1台
                  更新      15台
　警察への映像提供　　　  　51件
安全安心のまちづくり活動補助金
　　　　　　　　106件　2,998千円

4,395

防犯対策事業

29,135

防犯施設整備事業

警察や防犯協会等と連携し、地域ぐるみ
の防犯活動に取り組み、犯罪のない安全
で安心な環境づくりを進めるため、犯罪
予防対策（防犯啓発活動、防犯パトロー
ル、防犯協会負担金の拠出）を行うとと
もに、加東市民大会を開催し、市民の防
犯意識の向上を図る。
また、犯罪被害者等に対して、犯罪被害
者等支援金支給による支援を行う。

各防犯機関との連携により、市民の防犯
意識向上と、犯罪のない安全で安心な環
境づくりを進めることができた。安全安
心のまちづくり加東市民大会では防犯意
識の向上を図った。
　加東防犯協会負担金　3,942千円

交通事故のない安全で安心な環境づくり
を進めるため、カーブミラー（18基）や
啓発看板の新設及び維持管理を行う。

カーブミラーを必要箇所に設置し、自動
車運転者の死角をなくすことで、交差点
や見通しの悪い道路の安全性を高めるこ
とができた。また、老朽化したカーブミ
ラーを修繕するとともに、信号のない横
断歩道へ横断旗の設置を行い、施設の適
正な維持管理を行った。
  カーブミラー 設置　14基
　　　　　　　 修繕　 9基
　横断旗設置　　　 66箇所
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［一般会計］
（款）総務費　（項）総務管理費 （単位：千円）

事業費

千円

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 広報・広聴の推進

担当課 主要施策 広報・広聴活動の充実

秘書広報課 取組 情報提供の充実

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 広報・広聴の推進

担当課 主要施策 広報・広聴活動の充実

秘書広報課 取組 情報提供の充実

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 まちの活力の創造

担当課 主要施策
デジタルの力を活用したまちづく
りの推進

デジタル推進課 取組
住みやすく、魅力ある地域づくり
のためのデジタル技術の活用

政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 戦略的行政経営の創造

担当課 主要施策
ＩＣＴの利活用による市民サービ
スの安定化と利便性の向上

デジタル推進課 取組 行政事務のデジタル化

情報管理費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

加東市DX推進計画に基づき、基幹業務シ
ステムの標準化・共通化、業務改革の推
進、行政手続、地域社会のデジタル化を
推進する。

各媒体による行政情報の発信を行うとと
もに、ホームページとAIチャットボット
や加東市公式LINEを連携する機能を活用
し、広く市民に周知することができた。

2,303

情報管理事業

加東市DX推進計画に基づき、DX推進によ
る地域課題の解決のための調査研究及び
職員に対する研修等情報セキュリティ対
策を行った。

情報管理事業（書かない窓口導
入事業）

窓口での書類への記載量を削減する書か
ない窓口を導入し、市民サービスの向上
と業務効率化を図る。

3,190

情報管理事業（自治体DX推進事
業）

26,128
市民課窓口において、窓口利用体験調査
結果を踏まえた業務改革を行った上で書
かない窓口を導入し、窓口での手続きに
係る市民サービスの向上と業務の効率化
を図った。

ホームページ、CATV、SNSの各媒体の特徴
を生かし、情報に合わせた方法で、効果
的な情報発信に努める。

有線放送施設
費

190,335

施設運営事業 eo光サービスによる地域情報化推進事業
を継続し、データ・文字放送や自主放送
番組の制作・放送等を行うことにより、
コミュニティの醸成と市民の生活利便性
の向上を図る。

eo光サービスを活用した制作番組等の放
送により、市民へ地域情報や行政情報を
発信し、コミュニティの醸成と生活利便
性の向上に寄与した。
　KCVワイドニュース　週1本
　かとう情報BOX　　　週1本
　2時間・30分枠の番組　週6本程度
  加東市議会の放送
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政策
Ⅷ戦略的経営と協働で創造する魅
力あふれるまち

施策 戦略的行政経営の創造

担当課 主要施策
ＩＣＴの利活用による市民サービ
スの安定化と利便性の向上

デジタル推進課 取組 行政事務のデジタル化

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 協働のまちづくりの確立

担当課 主要施策
協働のまちづくりによる地域の活
性化

人権協働課 取組 まちづくり活動団体の育成・支援

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 協働のまちづくりの確立

担当課 主要施策
協働のまちづくりによる地域の活
性化

人権協働課 取組 まちづくり活動団体の育成・支援

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 安定した行政経営基盤の確立

担当課 主要施策 健全な財政運営

総務財政課 取組 健全な財政運営の推進

自治振興費

財政管理費

3,168

財政管理事業（財務書類作成
等） 新地方公会計制度に対応した統一的な基

準による財務書類を作成し、財務状況を
明らかにするとともに、健全な財政運営
を図る。

統一的な基準による令和4年度決算に基
づく財務書類を作成し、財務分析を行う
ことにより、財務状況を明らかにした。

地区の活動を支援するため、コミュニ
ティ活動の拠点となる地区公共施設の整
備に係る費用の一部を助成する。

要望地区に対して、地区公民館の修繕及
び公共広場整備に要する費用の一部を補
助し、拠点整備を支援した。
　地区公民館修繕　4,240千円（6地区）
　公共広場整備　　1,500千円（1地区）

手書きの申請書や文書等を読み取り、文
字データ化できるAI-OCRを導入し、業務
効率化及び生産性の向上を図る。

AI-OCRを活用し、手書きの書類をデジタ
ル化することで業務時間を削減し、業務
の効率化を図った。
　実施業務数　　　　4業務
　業務時間削減実績　496時間

13,472

コミュニティ推進事業 まちづくり協議会やまちづくり活動に取
り組む各種団体に補助金を交付し、市民
団体の自主的な活動を支援することによ
り、市の活力とにぎわいづくりを推進す
る。

小・中学校区単位の住民自治組織や主体
的にまちづくり活動に取り組む団体に対
して補助金を交付し、自立と活性化への
取組を支援した。
　まちづくり活動補助金
　　自治組織分　7,299千円（7団体）
　　応募活動分　2,289千円（10団体）
　コミュニティ助成事業助成金
　　　　　　　　3,800千円（2団体）

情報管理費

862

情報管理事業（AI-OCR導入事
業）

5,740

地域振興事業
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［一般会計］
（款）総務費　（項）戸籍住民基本台帳費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 総合窓口サービス等の充実

市民課 取組 総合案内・窓口サービスの充実

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 総合窓口サービス等の充実

市民課 取組 総合案内・窓口サービスの充実

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

主要施策 総合窓口サービス等の充実

市民課 取組 総合案内・窓口サービスの充実

戸籍住民基本
台帳費

市民の利便性の向上を図るため、マイナ
ンバーカードを活用した各種証明書のコ
ンビニ交付サービスを引き続き行う。

全国のコンビニエンスストア等におい
て、証明書コンビニ交付サービスを行
い、休日及び時間外における市民サービ
スを提供した。
　住民票の写し等発行件数  4,540件
　印鑑登録証明書発行件数  3,307件
  コンビニ交付サービス利用率
　　　　　　　　　 　　　 29.19％

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

戸籍住民基本台帳事務事業

41,719

マイナンバーカード交付率の向上を図る
ため、休日の交付申請窓口及び受取窓
口・カードの夜間受取専用窓口を継続し
て行うとともに、商業施設等臨時申請出
張サービスを適宜開催する。

平日の無料顔写真撮影サービスの実施に
加え、休日窓口の開設や個別訪問を含む
臨時申請出張サービスを実施し、マイナ
ンバーカードの申請機会を増やすこと
で、申請率は前年度末数値から5.42ポイ
ント上昇させ94.28％となった。また、
引き続きマイナンバー専用窓口を設置す
ることで、窓口の混雑緩和を図った。
　マイナンバーカード
　　年間申請枚数　  2,044枚
　　年間交付済枚数　3,669枚
　　※令和6年3月末現在（累計）
　　　交付率      　85.68％

12,039

社会保障・税番号制度事務事業

4,827

証明書コンビニ交付事務事業

窓口サービスでは、書かない窓口の導入
に向けて取り組むとともに、ワンストッ
プサービスを継続して行う。また、国が
進めるデジタル社会の実現に向けた重点
計画に基づき、戸籍システムの改修を行
う。

コンシェルジュの配置による総合案内を
継続し、年間30,830件の問い合わせに対
応し、効率的な窓口サービスを提供し
た。また、書かない窓口の導入に加え、
窓口予約や証明書発行のオンライン申請
を実施し、来庁者の負担軽減と滞留時間
の短縮に努めた。
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（款）総務費　（項）選挙費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅹ公平・中立なまちづくりに取り
組むまち

施策 公正で適正な行政の確保

担当課 主要施策 透明で公正な行政の推進

委員会事務局 取組 投票率の向上に向けた取組の推進

（款）民生費　（項）社会福祉費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 福祉社会づくりの推進

福祉総務課 取組 地域づくり活動の推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 福祉社会づくりの推進

福祉総務課 取組 地域づくり活動の推進

社会福祉総務
費

民生委員法に規定される職務を円滑に遂
行出来るよう、民生委員・児童委員及び
民生児童協力委員が行う活動に対する助
成を行う。

各種福祉施策に関する研修を実施し、民
生委員・児童委員及び民生児童協力委員
が、時代の変遷に対応した活動に取り組
めるよう支援した。
　定例会
　　地域別定例会 　　6回×3地域
　　3地域合同定例会　5回

58,853

社会福祉協議会助成事業

民生委員活動

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

県議会議員選
挙費

5,949

8,335

任期満了（令和5年4月29日）による県議
会議員（加東市選挙区）選挙を執行す
る。
　　令和5年3月31日　告示
　　令和5年4月 9日　投開票

告示日において、加東市選挙区2人が立
候補の届出。
　投票率　36.98％
適正に選挙事務を執行した。

県議会議員選挙事業

社会福祉法人加東市社会福祉協議会が行
う、地域福祉活動に要する費用の一部及
び加東市訪問介護事業所の運営に要する
経費の一部を助成する。

加東市社会福祉協議会が行う各種事業に
要する費用を助成することで、地域福祉
活動を推進した。また、訪問介護事業所
の運営経費を助成し、障害者が自立した
日常生活をおくるために必要な支援体制
の充実を図った。
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［一般会計］
（款）民生費　（項）社会福祉費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組 多様な生活支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組 多様な生活支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 福祉社会づくりの推進

福祉総務課 取組 地域づくり活動の推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組 生活困窮者等への自立支援

社会福祉総務
費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

2,643

生活困窮者自立支援事業

生活困窮者の状態に応じて、就労、家賃
補助等の施策を活用し、早期に困窮状態
から脱却できるよう支援する。

民生委員・児童委員や関係各課との連携
体制のもと積極的な訪問相談を実施し、
生活困窮者の実態を把握して各相談者の
状態に合わせた支援を行うことができ
た。
　住居確保給付金決定件数　13件

2,364

人生いきいき住宅助成事業
高齢者や障害者が住み慣れた住宅で安心
して自立した生活を送ることができる住
環境の整備を促進するため、住環境整備
に係る経費の一部を助成する。

心身の機能が低下して介護が必要な高齢
者及び障害者の住まいを安全で使いやす
く整えることで、在宅生活の継続に向け
て支援ができた。
　助成件数　9件

16,853

福祉タクシー

3,128

地域福祉計画策定事業

令和7年度から令和11年度までを計画期間
とする第4次地域福祉計画の策定に向け、
市民意識調査を行う。

令和7年度から令和11年度までを計画期
間とする第4次地域福祉計画の策定に向
けて策定委員会を開催するとともに、市
民意識調査を実施した。
　アンケート　配布数　3,992件
　　　　　　　回収数　1,401件
　　　　　　　回収率　35.1％

高齢者や障害者の閉じこもり予防や健康
維持、改善を目的に外出を支援するた
め、タクシー料金の一部を助成する。

高齢者や障害者にタクシー利用券を交付
することで、外出の支援を行い、閉じこ
もり予防や生きがいづくりを推進した。
　申請者数　高齢者　1,822人
　　　　　（うち免許証返還者33人）
　　　　　　障害者　144人
　利用枚数　高齢者　30,801枚
　　　　　（うち免許証返還者692枚）
　　　　　　障害者　2,296枚
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組 生活困窮者等への自立支援

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組 生活困窮者等への自立支援

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 福祉社会づくりの推進

福祉総務課 取組 包括的相談支援体制の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 福祉社会づくりの推進

福祉総務課 取組 包括的相談支援体制の充実

社会福祉総務
費

重層的支援体制整備事業（参加
支援事業）

生活困窮者の就労準備、一時生活支援の
実施により、就労、生活再建に向けた支
援を行うとともに、生活保護・生活困窮
世帯の子どもを対象とした学習・生活支
援を実施し、世代間の貧困の連鎖を防ぐ
支援を行う。

生活困窮者相談で把握した問題解決を図
るため、就労支援、一時生活支援、子ど
もを対象として学習・生活支援につな
ぎ、継続的な支援を行うことができた。
　一時生活支援　 2件（実人数2人）
　就労準備支援  10回（実人数7人）
　子どもの学習・生活支援
　　　　　　　 6回（決定人数　11人）

10,567

重層的支援体制整備事業（生活
困窮者自立支援事業） 生活困窮者の状態に応じて相談を受け、

支援を行うとともに、生活困窮者が円滑
に支援につながり、困窮状態から脱却で
きるよう地域における自立・就労支援の
体制を構築する。

生活困窮者からの相談を受け、適切な支
援につなぐとともに、地域における支援
団体や関係機関等と連携し、生活困窮者
が早期に困窮状態から脱却できるよう支
援した。
　延べ生活困窮者相談支援件数
　　　　　　1,882件（うち新規149件）

1,094

生活困窮者就労準備支援事業

11,748

14,372

重層的支援体制整備事業（アウ
トリーチを通じた継続的支援事
業）

地域や支援関係者と連携し、複合化・複
雑化した課題を抱え必要な支援が届いて
いない方を把握し、早期に関わりを作る
とともに、適切な支援機関につなぎ課題
の深刻化を防ぐ。

加東市社会福祉協議会に委託し、給食
サービスやブランチ事業、生活支援サ
ポーター活動支援事業、生活困窮者自立
支援事業、介護者の集いを通じて、潜在
的なニーズを必要とする方を把握すると
ともに、ボランティア団体や民生児童委
員、地区役員と連携しながら支援を行っ
た。
　新規関わり件数  4件

既存の事業では対応できない制度の狭間
のニーズのある方について、社会参加の
場や居場所が確保できるよう、地域の社
会資源とのコーディネートやマッチング
を行い、本人や世帯が継続的につながる
よう支援する。

加東市社会福祉協議会に委託し、社会的
孤立者の社会参加のきっかけとなる居場
所作りや学習支援を市内の社会福祉法人
やNPO法人、ボランティアと連携し、支
援メニュー作りに取り組んだ。また、相
談者に対してボランティア先、居場所の
紹介を行い、支援につなげた。
　コミュニティカフェ　新規開設
　新規支援件数　9件
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［一般会計］
（款）民生費　（項）社会福祉費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 福祉社会づくりの推進

福祉総務課 取組 包括的相談支援体制の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組 生活困窮者等への自立支援

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組 生活困窮者等への自立支援

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
支援対象家庭・児童に対する支援
体制の充実

福祉総務課 取組 子育てに関する相談体制の充実

電力・ガス・食料品等の価格高騰に対応
するため、住民税非課税及び住民税均等
割のみ課税の子育て世帯に対して、18歳
以下の児童1人当たり5万円を給付する。

重層的支援体制整備事業（多機
関協働事業）

重層的支援体制整備事業の中核を担う調
整役を配置し、相談支援機関との連携の
円滑化を進める。また、複合課題や困難
課題の解決に向け、重層的支援会議等に
より、課題整理、役割分担及び支援の方
向性を定める。

各支援関係者からの困難ケースの調整依
頼を受け、関係機関を集め重層的支援会
議・支援会議を行った。会議では最終的
な目標に向けてのロードマップを描き、
課題の共有、資源開発、支援の方法につ
いて協議し、課題解決を目指した。
　重層的支援会議開催回数　1回
　支援会議開催回数　　　　6回
　総合相談件数　　　　 　32件

20,316

電力・ガス・食料品等価格高騰
緊急支援事業（こども加算分）

電力・ガス・食料品等の価格高騰に対応
するため、住民税非課税世帯に対して、1
世帯当たり7万円、住民税均等割のみ課税
世帯等に対して、1世帯当たり10万円を給
付する。

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援
給付金（追加分）を給付し、住民税非課
税世帯等の経済的負担を軽減することが
できた。
　給付件数　4,528世帯

5,666

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

111,863

電力・ガス・食料品等価格高騰
緊急支援給付金給付事業

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援
給付金（こども加算分）を給付し、住民
税非課税世帯等の子育て世帯の経済的負
担を軽減することができた。
　給付児童数　　 405人（227世帯）

電力・ガス・食料品等の価格高騰に対応
するため、住民税非課税世帯等に対し
て、1世帯当たり3万円を給付する。

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援
給付金を給付し、住民税非課税世帯等の
経済的負担を軽減することができた。
　給付件数　3,558世帯

349,598

電力・ガス・食料品等価格高騰
緊急支援給付金（追加分）給付
事業

社会福祉総務
費
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政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 人権尊重のまちづくり

担当課 主要施策 人権施策の総合的推進

人権協働課 取組
人権教育・啓発の推進と相談支援
体制の充実

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 人権尊重のまちづくり

担当課 主要施策 男女共同参画の推進

人権協働課 取組 男女共同参画の推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組 地域活動の活性化

人権啓発費

昭和49年に結婚され、結婚50年を迎えら
れるご夫婦を対象とした金婚夫婦を祝う
会を開催する。

結婚50年の節目となる年に、末永い夫婦
の幸せと生きがいを持って夫婦生活が送
れるよう「金婚夫婦を祝う会」で祝福
し、高齢者の福祉の増進に寄与できた。
　実施日 　 令和5年11月11日
　出席組数　35組
　記念品のみ受領組数　33組

1,120
国民年金システムへの入力事務（日本年
金機構への所得・資格情報等提供）及び
免除、猶予申請の受付並びに年金に関す
る事務を行う。

国民年金制度の周知と資格未適用者に対
する適用促進を行い、日本年金機構との
連携のもと、年金相談を行うことで、年
金制度の説明と加入を促進することがで
きた。
　延べ相談件数　966件

国民年金事務
費

老人福祉費

1,250

国民年金事務事業

金婚夫婦を祝う会

2,357

男女共同参画事業 誰もがお互いの人権を尊重し、固定的な
性別役割分担にとらわれない社会の実現
をめざし、令和6年度から令和10年度まで
を計画期間とする第4次男女共同参画プラ
ンを策定する。

令和6年度から令和10年度までの男女共
同参画及び女性活躍推進の指針となる第
4次加東市男女共同参画プランを策定し
た。

2,599

人権啓発事業 新型コロナウイルス感染症の収束が見え
ない中、人権尊重の重要性が改めて浮き
彫りとなっていることから、講演会の開
催や情報誌の発行等の様々な事業を総合
的かつ計画的に推進する。

第17期加東市民人権講座をはじめ人権啓
発情報誌の発行等を実施した。
　加東市民人権講座　受講者270人
　人権啓発情報誌発行　  　　2回
     （10月 14,800部、3月 14,600部）
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［一般会計］
（款）民生費　（項）社会福祉費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組 地域活動の活性化

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組 地域活動の活性化

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組 地域活動の活性化

老人福祉費

5,201

長寿祝金支給

目
事業名

総合計画の位置付け

長寿を祝う会

永年にわたり、社会に貢献され、喜寿・
米寿・白寿の節目を迎える高齢者に祝金
を支給し、長寿を祝福し、高齢者の福祉
の増進を図ることができた。
　支給人数　504人
  　77歳　10千円　290人
  　88歳　10千円　198人
  　99歳　20千円 　16人

事業目的・事業内容 事業成果

各まちづくり協議会主催による敬老会事
業の実施を支援するため、補助金を交付
する。

長寿を祝う会の開催や個別訪問による記
念品の配布を支援することで、地域コ
ミュニティの醸成を図りつつ、高齢者の
ひきこもり抑制や介護予防につなぐこと
ができた。
　参加者　2,862人（75歳以上）

9,988

老人クラブ活動 明るい長寿社会の実現に向け、社会奉仕
活動、教養講座開催、健康増進事業の実
施に対し、単位老人クラブ（小規模含
む）や加東シニアクラブ連合会に、補助
金を交付する。

老人クラブ活動に対して補助すること
で、高齢者の生きがいや健康づくりの機
会を支援することができた。
　加東シニアクラブ連合会
　　単位老人クラブ　 77クラブ
　　小規模老人クラブ　5クラブ
　老人クラブ活動強化推進事業補助金
 　                   　  4,019千円
　老人クラブ助成事業　　　3,304千円
　加東シニアクラブ連合会補助金
　　　　　　　　　　　　　1,796千円
　老人クラブボランティア活動助成
　　　　　　　　　　　　　　869千円

4,950

満77歳、満88歳、満99歳の方に敬愛と祝
福の意を込めて、祝金を支給する。
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組 多様な生活支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組 多様な生活支援の充実

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 医療の充実

担当課 主要施策 地域医療の確保

高齢介護課 取組 適切な受診の促進

老人福祉費

318

高齢者の保健事業と介護予防の
一体的実施事業

生活環境や経済的な理由により、在宅で
の生活ができない高齢者を養護老人ホー
ムへ入所措置する。

生活環境や経済的な理由により、在宅で
の生活ができない高齢者を養護老人ホー
ムへ入所措置し、高齢者本人の自立した
生活を支援することができた。
　年度当初　2施設　4人入所
　年度末    2施設　4人入所

460,024

後期高齢者医療事業

後期高齢者医療制度に係る市の事務経費
及び広域連合の運営経費（事務費及び療
養給付費）を負担する。

兵庫県後期高齢者医療広域連合へ負担金
を納付することで、健全な後期高齢者医
療制度の運営に寄与し、高齢者福祉を増
進した。

8,619

老人措置

3,976

緊急通報体制等整備

通いの場である「かとうまちかど体操教
室」に保健師等の医療専門職が関与する
ことにより、フレイル予防の普及・促進
や健康教育、相談を行う。

通いの場である「まちかど体操教室」に
保健師等の医療専門職が健康教育や相談
を行うことにより、フレイル予防の普
及・啓発につなぐことができた。
　実施箇所　12か所

ひとり暮らしの高齢者や身体障害者の緊
急時に、迅速な対応を図るため、緊急通
報システムを貸与する。

緊急時に迅速な対応や3か月に1度のお元
気コール（1,076件）による安否確認を
行うことで、高齢者等の安全・安心につ
なぐことができた。
　令和5年度末　設置台数　282台
　　緊急通報件数　31件
　　救急車出動件数　36件
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［一般会計］
（款）民生費　（項）社会福祉費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組
高齢者の社会参加の促進と生きが
いづくりの推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組 介護予防の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組 介護予防の充実

老人福祉費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

高齢者の心と脳を活性化する「回想法ス
クール事業」に保健師を派遣することに
より、高齢者の心のケアと生きがいづく
りの支援を行う。

高齢者の心と脳を活性化する「回想法ス
クール事業」を行うことにより、高齢者
の心のケアと生きがいづくりの支援を図
ることができた。
　実施回数　6回

259

重層的支援体制整備事業（地域
介護予防活動支援事業）

高齢者の介護予防事業やインフォーマル
サービスの充実のためのボランティアや
地域活動組織の養成及び支援を行う。

高齢者の介護予防事業や地域活動組織の
サポーター養成及び支援を図ることがで
きた。
　介護予防・生活支援
　　サポーター養成講座　5回
　回想法講座　3回
　まちかど体操リーダー
　　・介護予防サポーター研修会　2回
　回想法アフター　3回

「いきいき百歳体操」や「市のオリジナ
ル介護予防体操」を住み慣れた地域で取
り組み、高齢者の介護予防を図るための
「かとうまちかど体操教室」を実施す
る。実施主体となるグループ育成や教室
の開催を支援する。

各まちかど体操教室へ専門職と出向き、
介護予防（運動・栄養・口腔・生きがい
づくり等）やグループの育成など継続支
援を図ることができた。
　取組グループ　61グループ
　　　　　　　　37回（498人）

35

重層的支援体制整備事業（地域
介護予防活動支援事業（地域回
想法スクール事業））

760

重層的支援体制整備事業（地域
介護予防活動支援事業（かとう
まちかど体操事業））
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組
高齢者を地域で支える仕組みづく
りの推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組
高齢者を地域で支える仕組みづく
りの推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組
高齢者を地域で支える仕組みづく
りの推進

老人福祉費

17,808

重層的支援体制整備事業（地域
包括支援センター運営事業（包
括的・継続的ケアマネジメント
支援事業））

高齢者に対して、包括的かつ継続的な
サービスを提供するために、地域の多様
な社会資源を活用したケアマネジメント
体制の構築を支援する。

包括的・継続的ケアマネジメントの実践
を支援するとともに、介護支援専門員に
対する個別支援や研修、関係機関との連
携支援を実施し、介護支援専門員の実践
力向上を図り、困難ケースの解決につな
げることができた。
　介護支援専門員からの延べ相談件数
　                     　 　　 339件
　スーパーバイザー研修　1回（16人）
　地域ケアホットミーティング　6回
　　　　　　 （延べ参加者数 112人）

民生委員・児童委員や介護支援専門員等
の関係機関と連携し、高齢者の相談を総
合的に受け、訪問等により実態を把握
し、必要な各種サービスの調整を行う。

民生委員・児童委員や介護支援専門員等
の関係機関と連携しながら、高齢者や家
族の悩み・相談に応じ、支援することで
高齢者及び家族の安心につなげることが
できた。
　全相談対応件数　6,355件
（内訳）地域包括支援センター6,068件
　　　　加東市民病院  　　　　 75件
    　　社ブランチ　　　 　　　17件
　　　　滝野ブランチ  　 　　　57件
    　　東条ブランチ 　 　　　138件

重層的支援体制整備事業（地域
包括支援センター運営事業（権
利擁護事業）） 高齢者虐待の防止及び早期発見、早期介

入、成年後見制度の利用促進、消費者被
害の防止により高齢者の権利を擁護す
る。

CATVや情報紙で権利擁護の啓発を行っ
た。年間104件の相談を受け、実態把握
を行い、虐待の防止や解消を図ることが
できた。
　高齢者虐待　通報件数　9件
　　　　　　　うち受理件数　6件
　高齢者虐待防止ネットワーク会議 1回
　介護サービス事業者向けの研修会 2回

10,222

重層的支援体制整備事業（地域
包括支援センター運営事業（総
合相談事業））

7,367
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［一般会計］
（款）民生費　（項）社会福祉費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組 多様な生活支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組
高齢者を支える人材育成と活動の
場の充実

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

老人福祉費

4,075

高齢期移行助成事業

住民が住み慣れた地域で暮らし続けられ
るように、地域ニーズと地域資源をつな
ぎ、協議体と協働して高齢者を支えあう
体制を創出する。

885

重層的支援体制整備事業（地域
介護予防活動支援事業（加東シ
ニアいきいきポイント事業））

13,910

重層的支援体制整備事業（生活
支援体制整備事業）

経済的負担を軽減し、健康の保持及び福
祉の増進を図るため、65歳から69歳まで
の方に、高齢期移行者医療費の自己負担
分の一部を助成する。

65歳から69歳までの方の内、対象者117
人に対して、医療費の助成を行うことで
経済的負担を軽減し、必要な医療を受け
やすい環境をつくり、健康の保持及び福
祉の増進に寄与した。

生活支援コーディネーターや協議体によ
る地域のニーズや資源の把握、関係者の
ネットワーク化等を通じ、支え合いの仕
組みづくりの推進につながった。
　3地域での会議　　 　　　51回
　コーディネーター連絡会　12回

高齢者を対象に、介護施設での手伝い
や、かとうまちかど体操教室での運営支
援に対する活動実績を「ポイント」とし
て評価し、介護予防への意識向上や生き
がいのある高齢者を増やす。また、保有
ポイントを換金できるシステムを構築す
る。

高齢者施設での活動や介護予防に関する
活動等をポイントとして評価した。また
希望者には保有ポイントを換金し、介護
予防への意識向上を図ることができた。
　説明会・研修会　3回
　手帳登録者数　100人
　（うち施設活動登録者　26人）
　受入れ施設　　17施設
　ポイント換金　18名
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 福祉社会づくりの推進

福祉総務課 取組 地域づくり活動の推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 福祉社会づくりの推進

福祉総務課 取組 地域づくり活動の推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組
地域で自立した生活を送るための
支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組
地域で自立した生活を送るための
支援の充実

福祉センター
運営費

障害者福祉費

障害者（児）の生活の向上及び福祉の増
進に寄与することを目的に、障害者
（児）へ年金を給付する。

障害者（児）へ年金を給付し、生活の向
上及び福祉の増進に寄与することができ
た。
　給付実人数　1,964人

766,246

自立支援サービス等給付事業
障害者（児）の能力や適性に応じて日常
生活が送れるよう、在宅・施設入所の障
害者（児）へ障害福祉サービス費を給付
する。

障害者（児）のサービスの利用意向を確
認したうえ、心身の状況等からサービス
の必要性を判定し、各種在宅・施設サー
ビス費の給付を行うことで、障害者
（児）が自立した日常生活及び社会生活
を営むことができるよう支援した。
　延べ給付人数  7,055人

22,217

障害者福祉年金給付事業

東条福祉センター「とどろき荘」の浴室
棟屋根改修工事及び浴室天井改修工事に
伴う実施設計を実施する。

老朽化した施設の更新のため、実施設計
を実施し、計画的に工事を実施する。
　東条福祉センター「とどろき荘」
　　浴室棟屋根改修工事及び浴室天井
　　改修工事実施設計業務委託
          　　　　　　4,565千円

42,804

福祉センター管理運営事業
福祉活動の拠点である社福祉センター及
びラポートやしろ、並びに東条福祉セン
ター「とどろき荘」の管理運営を指定管
理により行う。

指定管理により施設の適正な管理運営
行った。また、社福祉センター及びラ
ポートやしろの非常照明、東条福祉セン
ター「とどろき荘」の源泉設備等の修繕
を行った。
　指定管理の期間
　　社福祉センター・ラポートやしろ
　　　令和3年4月1日～令和8年3月31日
　　東条福祉センター「とどろき荘」
　　　令和5年4月1日～令和10年3月31日

4,882

福祉センター施設整備
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［一般会計］
（款）民生費　（項）社会福祉費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組 社会参加の促進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組 社会参加の促進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組 社会参加の促進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組
地域で自立した生活を送るための
支援の充実

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

4,270

意思疎通支援・支援者派遣事業

1,275

地域生活支援事業（その他任意
事業）

1,500

重層的支援体制整備事業（地域
活動支援センター等運営補助事
業）

一般就労が困難な障害者の社会交流等の
機会や、創作、生産活動の場を確保する
ため、地域の障害者団体が実施する地域
活動支援センターへの運営補助を行う。
（機能強化部分）

地域活動支援センターへ運営補助を行
い、企業等への就労が困難な障害者の社
会交流等の活動の機会や、創作、生産活
動の場が確保できた。（機能強化事業分
補助）
　市内1事業所　延べ利用者数　78人

5,963

地域活動支援センター等運営補
助事業 一般就労が困難な障害者の社会交流等の

機会や、創作、生産活動の場を確保する
ため、地域活動支援センターへの運営補
助を行う。（基礎的部分）

障害者福祉費

地域活動支援センターへ運営補助を行
い、企業等への就労が困難な障害者の社
会交流等の活動の機会や、創作、生産活
動の場が確保できた。（基礎的事業分補
助）
　市内1事業所　延べ利用者数　78人

手話通訳者・要約筆記者の派遣や、聴覚
障害者の意思疎通支援者を育成するため
の講座を開催する。

手話通訳者・要約筆記者の派遣を行い、
意思疎通支援を行うとともに、各種講座
を開催し、意思疎通支援者を育成するこ
とができた。
  延べ派遣回数　94回
　　　　　（手話83回、要約11回）
　手話関係講座数　24講座
　　　　　　　　 （受講者572人）
　　※北播磨5市1町共同開催分を含む

在宅障害者（児）が円滑な地域生活を営
むため、身体障害者訪問入浴サービス事
業等、必要とされる地域生活支援を行
う。

在宅障害者（児）へ訪問入浴サービスの
提供や訪問看護サービス利用料の助成を
行い、在宅障害者（児）の日常生活の安
定及び利便性を向上させることができ
た。
　訪問看護助成　延べ  1,063回
　訪問入浴サービス　延べ  70回
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組 社会参加の促進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組
地域で自立した生活を送るための
支援の充実

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

障害者福祉費

経済的負担を軽減し、健康の保持及び福
祉の増進を図るため、後期高齢者医療被
保険者のうち、身体障害者手帳（1級・2
級）、療育手帳（A）及び精神障害者保健
福祉手帳（1級）の所持者に、医療費の自
己負担分の一部を助成する。

対象である309人に対して、医療費を助
成することで経済的負担を軽減し、必要
な医療を受けやすい環境をつくることに
より、健康の保持及び福祉の増進に寄与
した。

32,972

高齢重度障害者医療費助成事業

50,062

重度障害者医療費助成事業 経済的負担を軽減し、健康の保持及び福
祉の増進を図るため、身体障害者手帳（1
級・2級）、療育手帳（A）及び精神障害
者保健福祉手帳（1級）の所持者に、医療
費の自己負担分の一部を助成する。
 ※ 後期高齢者医療被保険者を除く。

対象である277人に対して、医療費を助
成することで経済的負担を軽減し、必要
な医療を受けやすい環境をつくることに
より、健康の保持及び福祉の増進に寄与
した。

3,480

障害者計画等策定事業 障害者基本法及び障害者総合支援法に基
づき障害者のための施策に関する基本的
な事項を定める、令和6年度から令和11年
度までを計画期間とする加東市障害者基
本計画を策定する。

障害者支援地域協議会において、令和6
年度から令和11年度までを計画期間とす
る障害者基本計画、障害福祉計画及び障
害児福祉計画を策定した。

全ての市民がろう者とともに生きる地域
社会を実現することを目的に、手話言語
の普及啓発イベントを開催する。

かとう手話フェスタを開催したほか、手
話言語強化週間（令和5年11月24日～令
和5年11月30日）には、市役所及び市内
協力事業所において、来訪者に対し手話
によるあいさつを実施し、手話言語の普
及に寄与した。また、手話言語の国際
デー（9月23日）に、市役所前のモニュ
メントとメモリアルガーデンの噴水をブ
ルーライトアップし、手話言語の普及に
寄与した。
　手話フェスタ参加者　364人
　市内協力事業所　45件

1,649

手話言語普及啓発事業
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［一般会計］
（款）民生費　（項）社会福祉費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組
地域で自立した生活を送るための
支援の充実

（款）民生費　（項）児童福祉費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組
地域で自立した生活を送るための
支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
支援対象家庭・児童に対する支援
体制の充実

福祉総務課 取組 子育てに関する相談体制の充実

児童福祉総務
費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

22,941

障害者福祉費

18,987

重層的支援体制整備事業（障害
児（者）相談支援センター運営
事業）

児童福祉事業（わかあゆ園運営
負担金）

児童発達支援として、わかあゆ園の運営
に必要な経費を負担する。

わかあゆ園の運営に対し、構成市として
応分の負担を行い、児童の発達支援を
行った。

障害者相談支援センターの運営を委託
し、障害者（児）への相談・情報提供、
就労支援等の一貫性のある支援を総合的
に行う。

社会福祉士、相談支援専門員による身
体・知的・精神障害者相談支援事業を実
施し、障害者（児）の生活を支援した。
　延べ相談件数  3,881件

1,080

DV対策支援事業 DV防止の啓発・教育と被害者支援のため
の相談窓口の周知等を行う。また、令和5
年度から令和9年度までの5年間を計画期
間とする「第3次加東市配偶者等暴力
（DV）対策基本計画」を製本印刷し、計
画概要版を市民に配布する。

DV被害者の支援に携わる専門の相談員を
配置し、DV防止の啓発を行うとともに、
被害者の安全確保、相談支援を行った。
また、第3次加東市配偶者等暴力（DV）
対策基本計画を製本印刷し、計画概要版
を市民に配布することにより、啓発を
行った。
　延べ相談件数　217件

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
支援対象家庭・児童に対する支援
体制の充実

福祉総務課 取組 子育てに関する相談体制の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組
多様な保育サービスの提供と情報
提供の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組
多様な保育サービスの提供と情報
提供の充実

児童福祉総務
費

9,212

病児・病後児保育事業 生後6か月から小学6年生までの児童で、
病気や病気の回復期のため、集団での保
育や家庭での保育が困難な児童を専用の
施設で一時的に預かる。また、子育て支
援サービスの充実を図るとともに、保護
者の就労を支援する。

病気や病気の回復期にある児童を一時的
に預かり、保護者の就労等を支援するこ
とで、安心して子育てができる環境を提
供することができた。
　延べ利用者数　232人

113,381

アフタースクール運営事業

保護者の就労と子育ての両立を支援する
ため、保護者が昼間家庭にいない小学生
に対して、放課後等に適切な遊び及び生
活の場を提供し、その健全な育成を図
る。また、小中一貫校開校に向けてアフ
タースクールを小中一貫校単位で1か所に
統合するため、基本設計・実施設計を実
施する。

アフタースクールにおいて、児童に適切
な遊びと生活の場を提供することで、児
童の健全育成や保護者の仕事と子育ての
両立を支援した。小中一貫校単位での運
営に向けて、社地域アフタースクールは
基本設計・実施設計を行い、滝野地域ア
フターは基本設計を行った。また、東条
地域アフタースクールについては、より
一層効率的な運営を行うため、令和6年4
月からコミュニティセンター東条会館1
か所で運営できるよう準備を進めた。
　各月登録者数　5,360人

20,139

児童福祉施設入所等支援事業
施設入所することで、安全な生活の確保
と自立に向けての支援を行った。
　入所（継続）家庭数　6家庭
　入所（新規）家庭数　1家庭
　退所家庭数　5家庭

経済的な事情や配偶者等からの暴力によ
り、保護者及び児童を母子生活支援施設
又は助産施設において安全な生活の確保
を行うとともに、その後の自立を支援す
る。
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［一般会計］
（款）民生費　（項）児童福祉費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組
多様な保育サービスの提供と情報
提供の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
支援対象家庭・児童に対する支援
体制の充実

福祉総務課 取組 児童虐待予防の推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
支援対象家庭・児童に対する支援
体制の充実

福祉総務課 取組 児童虐待予防の推進

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

1,635

児童虐待予防事業・
要保護児童対策地域協議会事業

子育て支援体制の充実を図るため、子育
てに支援が必要な方と、子育てを支援し
たい方との相互援助活動に関する連絡、
調整を行う。また、協力会員を対象に講
習会を実施し、会員のスキルアップを図
る。

887

MY TREEペアレンツ・プログラム
事業

虐待行動を行う親が「セルフケア」と
「問題解決力」を身につけるためのプロ
グラムを行う。

全13回のプログラムに加え、面接を3
回、同窓会を1回開催し、受講者に虐待
行動の改善や体罰に対する考え方に変化
が見られた。
　受講者数　9人
　出席率 　 88.0％

0歳から小学3年生までの全ての乳幼児等
に、通院、入院に係る一部負担金を全額
助成することにより、経済的な負担の軽
減と医療の確保を行い、乳幼児等の健全
な育成を図る。

0歳から小学3年生までの乳幼児等3,241
人に対して、医療費を助成することで経
済的負担を軽減し、必要な医療を受けや
すい環境をつくることにより、子育て支
援につなげた。

乳幼児等医療費給付事業

3,534

市民同士で子育て支援ができるよう、ア
ドバイザーが依頼会員と協力会員の連絡
調整を行い、子育てを地域で相互援助す
る体制を維持した。また、講習会を8回
実施し、協力会員の援助活動のスキル
アップを図った。
　延べ利用件数　 168件
　依頼会員　　　 202人
　協力会員　　  　86人
　依頼・協力会員　42人

126,498

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

児童虐待防止に係る啓発事業の実施及び
要保護児童対策地域協議会を運営する。

要保護児童対策地域協議会では、代表者
会議を年1回、実務者会議を年4回、また
個別ケース会議を必要に応じて開催し、
援助方針、各関係機関の役割分担及び具
体的支援策を決定し、要保護児童への支
援や、早期対応に努めた。
　虐待防止講演会　 1回
　個別ケース会議　20回

ファミリーサポートセンター事
業

児童福祉総務
費
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政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組
地域で自立した生活を送るための
支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
支援対象家庭・児童に対する支援
体制の充実

福祉総務課 取組 子育てに関する相談体制の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組
多様な保育サービスの提供と情報
提供の充実

障害児童の発達支援強化のため、支援を
必要とする児童の障害児通所サービス費
を給付する。

障害児の療育、機能訓練、医療的支援を
行う施設通所サービス費を給付し、早期
療育等を行うための支援ができた。
　延べ給付件数　2,531人

171,918

障害児通所給付費等給付事業

56,809

子育て応援事業（子育て世帯ス
マイル交付金） 0歳から5歳までの児童を養育する全ての

世帯を応援するため、当該児童を養育す
る世帯に、児童1人当たり年額30千円を交
付する。

小学4年生から高校3年生に相当する全て
の子どもに、通院、入院に係る一部負担
金を全額助成することにより、経済的な
負担の軽減と医療の確保を行い、子ども
の健全な育成を図る。

小学4年生から高校3年生に相当する年齢
までの子ども3,195人に対して、医療費
を助成することで経済的負担を軽減し、
必要な医療を受けやすい環境をつくるこ
とにより、子育て支援につなげた。

107,646

こども医療費給付事業

社児童館「やしろこどものいえ」及び東
条鯉こいランドに利用者支援員を配置
し、子育て家庭や妊産婦の身近な場所
で、相談や情報提供、助言を行うほか、
適切な施設・事業が利用できるように支
援する。

子どもとその保護者又は妊娠している方
が、教育・保育施設や子育て支援事業を
円滑に利用できるようサポートするとと
もに、利用にあたっての「情報集約・提
供」「相談」「利用支援・援助」を行っ
た。
　相談件数　51件
　　社児童館「やしろこどものいえ」
　　　　　　　　　　　　　　　9件
　  東条鯉こいランド　　　　 42件

6,175

重層的支援体制整備事業（利用
者支援事業）

就学前までの子育て家庭の生活の安定に
寄与するとともに、児童の健やかな成長
を支援した。
　支給児童数　2,187人

児童福祉総務
費
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［一般会計］
（款）民生費　（項）児童福祉費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
出産・子育て環境の充実と親子の
健康づくり

健康課 取組 子育て支援の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組
多様な保育サービスの提供と情報
提供の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
支援対象家庭・児童に対する支援
体制の充実

福祉総務課 取組 子育てに関する相談体制の充実

児童福祉総務
費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

34,621

重層的支援体制整備事業（地域
子育て支援拠点事業）

地域子育て支援拠点として、子育て中の
親子を対象に、交流の場の提供と子育て
等に関する相談、援助を行う。また、絵
本の読み聞かせ、親子体操等の各種講座
を開催するほか、親子のサークル活動等
を支援する。

市内4か所（社児童館「やしろこどもの
いえ」、滝野児童館（きらら）、東条鯉
こいランド、兵庫教育大学子育て支援
ルーム「かとうGENKi」）の地域子育て
支援拠点において、子育て中の親子が気
軽に集い、相互交流や子育ての不安・悩
みを相談できる場を提供することで、子
育ての孤立化や子育てに関する不安感、
負担感の軽減を図った。
　地域子育て支援拠点延べ来館者数
　　　　　　　　　　　　　62,890人

妊娠・出産・子育て安心コーディネー
ター（パートナー）を配置し、妊娠期か
ら出産・子育てについて、適切な情報提
供を行い、切れ目のない支援を行うこと
で、全ての妊産婦が安心して子どもを生
み育てられる環境を整える。

妊娠・出産・子育て安心コーディネー
ター（パートナー）を2人配置し、妊娠
期からの支援を実施した。妊産婦が安心
して子どもを産み育てられる環境整備を
行った。また、協力者となる祖父母への
手帳を発行した。
　祖父母手帳発行数　291件

195

重層的支援体制整備事業（妊
娠・出産・子育て安心応援事
業）

600,054

児童手当事業

子どもの健やかな育ちを社会全体で支援
するため、0歳から中学校修了前までの児
童を対象に児童手当を支給する。
　3歳未満　15千円
　3歳以上小学校修了前まで
　　10千円（第3子以降は15千円）
　中学生　10千円
　特例給付　5千円

すべての子育て家庭の生活の安定に寄与
するとともに、児童の健やかな成長を支
援した。
　児童手当・特例給付支給児童数
　　　　　　　　　　　延べ 53,347人
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
支援対象家庭・児童に対する支援
体制の充実

福祉総務課 取組 子育てに関する相談体制の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
支援対象家庭・児童に対する支援
体制の充実

福祉総務課 取組 子育てに関する相談体制の充実

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

ひとり親等福
祉費

ひとり親等福祉事業

ひとり親家庭の自立支援のため、資格取
得に向けた給付金の支給及び相談支援を
行う。

求人情報の提供や各種給付を行い、ひと
り親家庭の生活の安定と自立支援につな
げた。
　自立支援教育訓練給付金支給件数
　　　　　　　　　　　　　　　 1件
　高等職業訓練促進給付金支給件数
　　　　　　　　　　　　　　　 3件
　高等職業訓練修了支援給付金支給件数
　　　　　　　　　　　　　　　 1件

5,945

母子家庭等医療費給付事業 18歳に達する日以後の最初の3月31日まで
の児童又は20歳未満で高校在学中の児童
及びその児童を監護する母（父）に、医
療費の自己負担分の一部を助成すること
により、経済的な負担の軽減と医療の確
保を行う。

対象であるひとり親家庭の児童を監護す
る母（父）140人に、医療費を助成する
ことで、必要な医療を受けやすい環境を
つくり、健康の保持及び福祉の増進に寄
与した。

131,718

児童扶養手当事業

2,784

ひとり親家庭等の生活向上、自立促進と
福祉の増進のため、世帯の所得に応じて
児童扶養手当を支給する。

児童扶養手当を支給することで、ひとり
親家庭等の生活の安定と自立を支援し、
児童の健全な育成に寄与した。
　児童扶養手当受給者数　延べ3,143人
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［一般会計］
（款）民生費　（項）児童福祉費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組 幼児教育・保育の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組
多様な保育サービスの提供と情報
提供の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組 幼児教育・保育の充実

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

60,176

公立こども園等運営事業

公立認定こども園及び保育所（3施設）に
おいて、幼児教育・保育を提供する通常
保育及び特別保育事業（延長保育・一時
預かり・休日保育・障害児等保育）を行
う。
　教育利用定員　58人
　保育利用定員 272人
また、公立園の統合に向けて加東みらい
こども園の門扉の設置工事を行い、これ
まで以上に安全性を強化する。

児童運営費

1,437,396

保育所運営事業

公立認定こども園等の適正運営と良質な
就学前教育・保育を提供することができ
た。また、保護者の負担を軽減するた
め、令和5年11月から公立園で使用済み
おむつの処分を開始するとともに、令和
6年度から新たに3歳児以上にも主食を提
供できるよう準備を進めた。さらに、加
東みらいこども園に門扉を設置し、より
安全な環境を整えることができた。
 令和6年3月1日現在入所児童数
　加東みらいこども園
                    234人(定員250人)
　米田こども園　  　 52人(定員60人)
　鴨川保育園　　     11人(定員20人)

児童館費

29,525

児童館運営事業 児童の健全育成に関する総合的な機能を
有する施設として、社児童館「やしろこ
どものいえ」及び滝野児童館（きらら）
の管理運営を行う。また、滝野児童館
（きらら）の外壁・屋上防水改修工事を
行い、施設の適正管理を図る。

社児童館「やしろこどものいえ」及び滝
野児童館（きらら）を適切に管理した。
また、滝野児童館（きらら）の外壁・屋
上防水改修工事及び社児童館「やしろこ
どものいえ」の空調設備の更新により、
施設を安全・安心に利用できる環境を整
備した。

児童福祉施設
費

私立保育所等への施設型給付及び障害児
等保育に係る交付金を給付し、幼児教
育・保育の充実及び施設の健全運営を支
援する。また、条件を満たす保育所等に
ついて補助金を交付し、運営を支援す
る。人材確保及び保育の質の向上を図る
ため、市内私立保育所等に新規採用され
一定期間勤務した保育士等に対し、補助
金を交付する。

私立保育所等に在籍する市内在住の児童
の保育に要する費用を、委託費又は施設
型給付費として支給するとともに、障害
児等保育、園外活動に対する助成を行
い、幼児教育・保育の充実及び施設の健
全運営を支援した。また、市内の私立保
育所等に就職する保育士等に補助金を交
付し、人材確保及び保育の質の向上を
図った。
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政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組 幼児教育・保育の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組 幼児教育・保育の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組
多様な保育サービスの提供と情報
提供の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組 幼児教育・保育の充実

児童運営費

幼児教育・保育の無償化による施設型給
付幼稚園・認定こども園の預かり保育、
私学助成幼稚園の教育・預かり保育及び
認可外保育施設等の利用料に対し「子育
てのための施設等利用給付」を行う。

子育てを行う家庭への支援として、保育
料の助成を行い、幼児教育・保育に係る
保護者の経済的負担を軽減した。
　子育てのための施設等利用給付事業
　　支給人数　 　　79人
　　支給額　　9,502千円

9,650

教育無償化保育料軽減事業

光熱費・食糧費等の高騰に伴う利用者負
担の増加を抑制し、継続的・安定的に
サービスを提供できるよう支援するた
め、私立認定こども園等に対し、保育施
設等物価高騰対策一時支援金及び保育施
設等物価高騰対策追加対策一時支援金を
支給する。

私立認定こども園等が継続的・安定的に
サービスを提供できるよう支援した。
【保育施設等物価高騰対策一時支援金】
　私立認定こども園  10施設 3,204千円
　私立保育所　　　　 2施設 　540千円
　認可外保育施設　　 6施設 　324千円
【保育施設等物価高騰対策追加対策一時
支援金】
　私立認定こども園　10施設 2,670千円
　私立保育所　　　　 2施設 　450千円
　認可外保育施設　　 5施設 　255千円

32,021

特別保育事業

私立保育所及び認定こども園が行う特別
保育事業（延長保育、一時預かり）に対
し、補助金を交付する。

7,443

保育所運営事業（保育施設等物
価高騰対策一時支援金等）

699

保育所運営事業（保育対策総合
支援事業費補助金）

特別保育事業を行う市内の私立保育所及
び認定こども園に対して補助金を交付
し、多様な保育サービスに対応するため
の特別保育を提供した。
　延長保育　　9施設　 4,200千円
　一時預かり　9施設　24,195千円
　実費徴収　 15人　　　 280千円

市内の私立保育所及び認定こども園に対
して使用済みおむつの処分に係る補助金
を交付し、保育施設で使用済みおむつの
処分を行うことで、保護者の負担を軽減
した。
　私立保育所等　8施設　699千円

市内の私立保育所及び認定こども園にお
いて、使用済みおむつの処分を保育施設
で行うことで、保護者の負担軽減を図る
ため、使用済みおむつの処分を行うため
に必要な費用に対して補助金を交付す
る。
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［一般会計］
（款）民生費　（項）児童福祉費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 幼児教育と保育サービス等の充実

こども教育課 取組 幼児教育・保育の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
支援対象家庭・児童に対する支援
体制の充実

福祉総務課 取組 ひとり親家庭への支援

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
支援対象家庭・児童に対する支援
体制の充実

福祉総務課 取組 子育てに関する相談体制の充実

子育て世帯特
別給付金給付
事業費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

ひとり親世帯に生活支援特別給付金を支
給することで、物価高騰の影響を受けて
いる低所得の子育て世帯の生活の安定を
支援した。
　支給児童数　　　　407人（259世帯）
　支給額　　　 20,350千円

22,170

子育て世帯生活支援特別給付金
給付事業（ひとり親世帯分）

24,325

子育て世帯生活支援特別給付金
給付事業（その他の子育て世帯
分）

食費等の物価高騰に直面し、会計が悪化
している低所得のひとり親以外の子育て
世帯に対し、その実情を踏まえた生活支
援を行う観点から、給付金を支給する。
　支給額　対象児童1人当たり5万円

低所得のひとり親世帯以外の子育て世帯
に生活支援特別給付金を支給すること
で、物価高騰の影響を受けている低所得
の子育て世帯の生活の安定を支援した。
　支給児童数　　  399人（210世帯）
　支給額　　　 19,950千円

食費等の物価高騰に直面し、会計が悪化
している低所得のひとり親世帯に対し、
その実情を踏まえた生活支援を行う観点
から、給付金を支給する。
　支給額　対象児童1人当たり5万円

児童運営費

6,541

保育料軽減事業
子どもを生み育てやすい環境を整えるた
め、一定の所得要件のもと、保育所等に
通う子どもの保育料の一部を第1子から助
成し、保護者の経済的負担を軽減する。

一定の所得要件のもと、保育所及び認定
こども園に通う0歳から2歳児までの子ど
もの月額5千円を超える保育料に対して
月額1万5千円を上限に補助を行い、保護
者の経済的負担を軽減した。
　支給人数　　　 66人
　支給額　　6,541千円
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（款）民生費　（項）生活保護費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 障害者・要援護者福祉の充実

社会福祉課 取組 生活困窮者等への自立支援

（款）衛生費　（項）保健衛生費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 医療の充実

担当課 主要施策 地域医療の確保

健康課 取組 地域における医療の確保

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 生活習慣病予防の推進

事業名
総合計画の位置付け

事業目的・事業内容 事業成果

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

播磨内陸医務事業組合の安定的な運営に
つながった。
　播磨内陸医務事業組合負担金
　　　　　　　　　　　24,571千円

令和7年度から令和11年度までを計画期間
とする健康増進計画（第4期）及び自殺対
策計画（第2期）の策定に係る意識調査を
実施する。

4,063

保健衛生事務（健康増進計画
等）

25,741

保健衛生事務（地域医療体制確
保） 看護師の安定確保を図るため、播磨内陸

医務事業組合の運営経費を負担する。ま
た、私的二次救急医療機関に助成金を支
出し、市における救急医療体制を確保す
る。

扶助費

294,760

生活保護支給事業

健康増進計画（第4期）及び自殺対策計
画（第2期）の策定に向けて、策定委員
会を開催するとともに、3種類の意識調
査（市民アンケート）を実施した。
　アンケート　配布数　4,000件
　　　　　　　回収数　1,491件
　　　　　　　回収率　37.3％

生活に困窮している方に対し、最低限度
の生活保障及び自立を助長するため、そ
の困窮の程度に応じて必要な保護を行
う。

被保護者に対して、必要に応じた生活扶
助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介
護扶助、生業扶助、葬祭扶助及びその他
扶助の支給を行い、最低限度の生活保障
及び自立の助長を支援することができ
た。
　令和6年3月末現在
　　被保護者世帯数　131世帯
　　被保護人員　145人

保健衛生総務
費

目
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［一般会計］
（款）衛生費　（項）保健衛生費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 生活習慣病予防の推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 生活習慣病予防の推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 生活習慣病予防の推進

健康増進事業
費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

14,400

がん検診事業

がんの早期発見・早期治療を図るため、
胃がん、胸部（肺がん）、大腸がん及び
前立腺がんの集団検診を実施する。

がんの早期発見につなげるため、がん検
診（集団検診）を実施し、精密検査の受
診勧奨を実施した。
　　　　　　　  （受診数）（精密検査
                    　　　対象者数）
　胃がん検診　      873人       18人
　胸部検診　      3,121人　　　 31人
　大腸がん検診　  2,759人　　　148人
　前立腺がん検診    897人　　　 59人

4,531

健康診査事業

6,837

基本健診・総合管理 特定（基本）健康診査を実施する。ま
た、市独自で腎機能検査、貧血検査及び
総コレステロール値を追加し、オプショ
ン検査として胃ABC検診を実施するととも
に、追加の健診受診者を抽出するための
システム改修を行う。

若い世代からの生活習慣病予防と健康管
理を推進するため、健診の啓発と特定基
本健診を実施した。
　期間　令和5年5月12日～6月4日
　　　　　　　　　 　（うち16日間）
　 　　 令和5年11月11日（追加実施）
　市内2会場
　対象　   20歳以上の市民　32,653人
　総受診数　       　 　  　3,998人
　特定基本健診受診数    　  3,451人
  （うち39歳以下297人）
　胃ABC検診受診数     　  　  343人
　託児（4日間）   　　　　　   28人

疾患の早期発見・早期治療を図るため、
特定の年齢を補助対象とした、肝炎ウイ
ルス検診、歯周病検診及び骨粗しょう症
検診を実施する。

疾病の予防及び早期発見につなげるた
め、肝炎ウイルス検診・歯周病検診・骨
粗しょう症検診を実施した。
　肝炎ウイルス検診受診数  360人
　歯周病検診受診数　 　　 376人
　骨粗しょう症検診受診数　254人
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 生活習慣病予防の推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 生活習慣病予防の推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 生活習慣病予防の推進

健康増進事業
費

609

健康教育事業
市民の主体的な健康づくりを向上させる
ため、健康教室を開催し、健康づくりを
推進するリーダーの養成と活動拡充を図
る。

生活習慣病予防をテーマとした医師講演
会を開催し、市民が主体的に健康づくり
に取り組めるよう支援した。
　医師講演会
　　開催　2回
　　参加者数　34人

722

がん検診推進事業 がん検診の受診を促進し、がんの早期発
見・早期治療を図るため、特定の年齢の
方に、子宮頸がん及び乳がん検診の無料
クーポン券を配布する。（子宮頸がん21
歳、乳がん41歳）

無料クーポン券を発行し、子宮頸がん、
乳がん検診の受診を促進した。また、実
施機関の拡大により、受診しやすい体制
を整えた。
　集団・個別検診
　　子宮頸がん検診
　　　クーポン発券数　242人
　　　受診者数 　　　　22人
　　　精密検査対象者　  1人
　　乳がん検診
　　　クーポン発券数　204人
   　 受診者数  　　   46人
　　  精密検査対象者    9人

7,160

女性のがん検診事業
女性がんの早期発見・早期治療を図るた
め、子宮頸がん（20歳以上）及び乳がん
（40歳以上）の集団・個別検診を実施
し、検診費用を一部助成する。

女性のがんの早期発見につなげるため、
検診を実施した。
　集団・個別検診
　子宮頸がん検診受診数
　 集団 令和5年6月～7月（3日間）
　　　　　　　　　　　　　　　 369人
　 個別 令和5年6月～令和6年2月 236人
　 精密検査対象者　    　 　　  16人
　乳がん検診受診数
　 集団 令和5年7月～10月（14日間）
                               479人
 　個別 令和5年6月～令和6年2月 194人
 　精密検査対象者　　　　       49人
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［一般会計］
（款）衛生費　（項）保健衛生費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 生活習慣病予防の推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 こころの健康づくりの推進

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 食育の推進

健康増進事業
費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

1,171

サンサンチャレンジ事業

生活習慣病予防と健康増進を図るため、3
か月で3kgやせる市民大運動を実施する。

17年目となる「3か月で3㎏やせる市民大
運動」を、商工会等との連携により、健
康づくり市民運動として推進した。
　サンサン協賛店　70店舗
　各種講座（開講、運動、閉講）の開催
　　　　　　　　　　　　　　　77人
　結果報告146人中、3㎏減量達成者
　　　　　　　　　　　41人（28.1％）

「誰も自殺に追い込まれることのない社
会」を目指し、「いのち」を大切にする
こころの健康づくりを推進するため、こ
ころの健康づくりネットワーク研修やメ
ンタルチェック、相談窓口の啓発を行
う。

自殺予防につなげるため、加東市自殺対
策推進本部会議を開催し、自殺対策を全
庁的に推進した。こころの相談窓口の普
及啓発やゲートキーパー研修の実施を通
して、人材育成を行った。
　産後ママのリフレッシュ講座と相談会
　（2回）講座 17人、相談会 15人
　ネットワーク会議（3回）  65人
  ネットワーク研修（1回）  62人

108

和食推進事業 生活習慣病の発症及び重症化予防、健康
増進、豊かな人間形成を図るため、11月
24日の「かとう和食の日」を中心に、食
育の一環として、地産地消と日本型食生
活（和食）を推進する。

栄養バランスに優れ、生活習慣病予防に
も効果的とされている「和食」の魅力を
身近に感じてもらうために、和食推進チ
ラシを配布した。また、母子関係の健
診、教室でだしやもち麦の配布とだしを
使ったレシピを提供した。
　だしの配布数
　　4か月児健診　　　268個
　　パパママクラス　 104個
　　保育園等食育教室　17個

553

自殺予防対策事業
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 生活習慣病予防の推進

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 生活習慣病予防の推進

健康増進事業
費

175

高齢者の保健事業と介護予防の
一体的実施事業

医療・介護・健康診査のデータ分析をも
とに、健康課題を把握し、高齢者に対す
る個別的支援を行う。

生活習慣病重症化リスクのある75歳以上
の高齢者に個別支援を実施した。また、
健診、医療、介護情報が不明な高齢者の
把握を行った。
　個別支援　延べ90人
　健康状態不明者の把握　29人

294

がん患者支援事業

若年者の末期がん患者が、住み慣れた自
宅で最期まで安心して日常生活を送れる
よう、訪問介護サービスや介護用品レン
タルに係る費用を一部助成する。また、
がん患者の身体的・精神的な負担や社会
生活上の不安を和らげるため医療用ウ
イッグ、乳房補正具の購入費用を一部助
成する。

抗がん剤治療などによる外見の変化（脱
毛、乳房切除）のため、医療用ウィッグ
や乳房補正具を購入した方に購入費用の
一部を助成した。
　助成人数　7人

後期高齢者の健康維持のため、まちぐる
み総合健診において、後期高齢者医療被
保険者を対象に、基本健康診査を無料で
実施する。

後期高齢者医療被保険者を対象に、人間
ドック受診に要する費用の一部を助成
し、健康診査の充実により健康寿命の延
伸につなげていく。

後期高齢者医療被保険者に移行しても、
人間ドックの受診費用を助成することに
より、受診者が自身の健康に対する意識
を高め、受診機会を増やすことができ
た。
　人間ドック受診者（計　50人）
　　加東市民病院（日帰り） 33人
　　加東市民病院以外　　 　17人
　　（日帰り 47人、1泊2日 3人)

4,726

後期高齢者医療健康診査事業

1,555

人間ドック受診事業

被保険者に健康診査の受診を勧め、疾病
の早期発見・早期治療につなげること
で、健康維持に寄与した。
　受診者　794人
　受診率　22.25％
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［一般会計］
（款）衛生費　（項）保健衛生費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 感染症の予防

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 感染症の予防

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 感染症の予防

予防費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

3,679

肺炎球菌予防事業
予防接種法で定める特定年齢者及び内部
障害の身体障害者手帳所持者を対象に、
肺炎を予防するため、接種費用を全額助
成する。

内部障害者及び高齢者の予防接種費用を
全額助成し、肺炎のまん延を予防でき
た。
　内部障害者　2人
　高齢者　　411人（対象者　1,460人）

感染のおそれがある疾病の発生及びまん
延を予防するため、予防接種法に基づ
き、子どもの定期予防接種を実施し、接
種費用を全額助成する。

予防接種法に基づき、定期予防接種を実
施し、伝染のおそれがある疾病の発生、
まん延を予防できた。
（個別）ヒブ             延べ1,069人
　　　　小児用肺炎球菌   延べ1,065人
　　　　B型肝炎　　　　　延べ  777人
        ロタリックス　　 延べ　490人
　　　　ロタテック　　　 延べ　 45人
　　　　四種混合         延べ1,125人
　　　　BCG              延べ  263人
　　　　麻しん風しん混合 延べ  578人
        水痘             延べ  550人
　　　　日本脳炎         延べ1,219人
　　　　二種混合         延べ  230人
        子宮頸がん（HPV）延べ  674人

29,537

高齢者インフルエンザ事業
65歳以上の高齢者及び60歳以上で内部機
能障害を有する方を対象に、季節性イン
フルエンザの罹患を予防するため、接種
費用を全額助成する。

高齢者の季節性インフルエンザのまん延
を予防できた。
　高齢者インフルエンザ予防接種
　　　　　　　　　　　　　6,855人
　　　　　　　（対象者　11,041人）

92,372

予防接種事業
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 感染症の予防

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 感染症の予防

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 環境にやさしいくらしづくり

担当課 主要施策
良好な生活環境等の確保に向けた
取組の推進

生活環境課 取組 良好な生活環境の維持

予防費

1,313

風しん予防接種事業 予防接種法に定める抗体保有率が低い世
代の男性を対象に、風しんの流行及び先
天性風しん症候群の発症を予防するた
め、抗体検査費及び予防接種費を全額助
成する。

予防接種法に定める対象者にクーポン券
を送付し、抗体検査及び予防接種の費用
を全額助成し、風しんのまん延を予防で
きた。
　抗体検査　　 56人（対象者2,433人）
　予防接種　　 12人
　　　　　　 （予防接種対象者 59人）

小学校就学前の児童等を対象に、風し
ん、おたふくかぜの発症及び重症化を予
防するため、接種費用を一部又は全額助
成する。また、子宮頸がん（HPV）ワクチ
ンを自費で接種された方を対象に、接種
費用を助成する。

生まれてくる子どもの先天性風しん症候
群の発生予防及び妊婦への感染防止を目
的に、予防接種費用を助成した。行政措
置予防接種事業として、おたふくかぜの
予防接種費用を助成した。また、子宮頸
がん（HPV）ワクチンを自費で接種され
た方を対象に、接種費用を助成した。
　風しん単独ワクチン
　　　　（助成額　3千円）  1人
　麻しん風しん混合ワクチン
　　　　（助成額　7千円） 15人
　行政措置予防接種
　　おたふくかぜ　       342人
　HPV任意予防接種　　　　　5人

3,369

任意予防接種助成事業

狂犬病の発生を予防し、公衆衛生の向上
及び公共の福祉の増進を図る。
　畜犬登録と狂犬病予防集合注射
　個別注射の推奨
　適正飼育、マナーについての啓発

936

犬等対策事業
狂犬病の発生防止のため、畜犬登録及び
予防集合注射を実施した。また、広報紙
により、注射の案内や適正飼育について
周知、啓発した。
　狂犬病予防個別注射　1,623頭
　狂犬病予防集合注射
　　        市内96か所　207頭
　　（令和5年4月17日～21日　5日間）
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［一般会計］
（款）衛生費　（項）保健衛生費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策 健康増進の推進

健康課 取組 感染症の予防

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
出産・子育て環境の充実と親子の
健康づくり

健康課 取組 子育て支援の充実

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

妊産婦支援事業

妊産婦が安心して出産・育児ができるよ
う、妊娠中から他機関と連携し、切れ目
のない相談・支援を行う。

出産・育児が安心して行えるよう支援を
行い、出産・子育て環境を充実させた。
　母子健康手帳交付件数　320件

母子衛生費

1,339

予防費

89,201

新型コロナウイルスワクチン接
種事業 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止のため、予防接種を実施するための体
制を整え、予防接種を行う。予防接種費
用は国が全額負担する。

新型コロナワクチン接種の実施体制を整
え、対象者へ接種券送付を順次行い、個
別接種を実施した。
　接種率
（R2年度からの接種券発行人数に対する
接種人数累積）
 1回目：75.8％（31,784人／41,949人）
 2回目：75.4％（31,646人／41,949人）
 3回目：78.1％（26,010人／33,322人）
 4回目：67.0％（17,155人／25,603人）
 5回目：68.1％（11,422人／16,776人）
 6回目：72.0％（6,954人／9,653人）
 7回目：95.5％（4,789人／5,016人）
（R5年度実績）
 1回目：19人
 2回目：22人
 3回目：83人
 4回目：235人
 5回目：2,190人
 6回目：6,954人
 7回目：4,789人

- 44 -



政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
出産・子育て環境の充実と親子の
健康づくり

健康課 取組 子育て支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
出産・子育て環境の充実と親子の
健康づくり

健康課 取組 子育て支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
出産・子育て環境の充実と親子の
健康づくり

健康課 取組 生活習慣の確立

乳幼児の健康増進、食育を含めた育児支
援を行うため、パパママクラス、離乳食
もぐもぐ教室、10か月児相談、2歳児育児
教室、子育て何でも相談、食育教室を実
施する。

妊娠期から子育て期の妊産婦及び子ども
の健康増進、保護者の不安解消に取り組
んだ。
　パパママクラス　　　　　　 104人
　10か月児相談　　　　　　 　260人
　2歳児育児教室　　　　　  　289人
　子育て何でも相談　　　 延べ367人
　離乳食もぐもぐ教室　　　 　 74人
　保育園等食育教室　　　　    40人
　小中学生食育教室　　　　　 210人

母子衛生費

2,565

育児教室・相談

5,264

乳幼児健診

乳幼児の健康増進、心身障害の早期発見
及び育児支援を行うため、4か月児、1歳6
か月児及び3歳児健診を実施する。

病気の早期発見及び育児支援を目的に、
4か月児、1歳6か月児及び3歳児健診を実
施した。
　　　　　（受診者数）（精密検査要
　　　　　　　　　　　　医療対象者）
 4か月児健診　　268人　　　 28人
 1歳6か月児健診 303人　　　 17人
 3歳児健診　　　325人　　　 50人

232

母子健康づくり事業
子どもが健やかに育つ社会環境づくりの
ため、保育園、幼稚園及び認定こども園
との連携を図り、「早寝・早起き・朝ご
はん運動」を推進する。

こども園等と連携し、親子の健康増進に
取り組んだ。
こどもさんさんチャレンジでは、「早
寝」「早起き」「朝ごはん」のすべての
項目で生活習慣が改善した。
　こどもさんさんチャレンジ参加者
　　　　　　　　　　　　　　232人
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［一般会計］
（款）衛生費　（項）保健衛生費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
出産・子育て環境の充実と親子の
健康づくり

健康課 取組 子育て支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
出産・子育て環境の充実と親子の
健康づくり

健康課 取組 子育て支援の充実

25,791

妊婦健康診査・不妊治療助成事
業

妊婦がより健やかな妊娠期を過ごし、安
心して出産を迎えられるよう、妊婦健康
診査費を助成する。また、特定不妊治療
及び不育症治療を受ける夫婦の経済的負
担を軽減するため、治療に要する費用を
一部助成する。

妊婦が妊婦健康診査を受けることにより
健やかな妊娠期を過ごし、安心して出産
を迎えられるよう、妊婦健康診査費（上
限1人14回100千円）を助成した。
　助成実人数 　　　  486人
　受診回数　　延べ 4,731回
特定不妊治療に要する費用の一部を助成
し、経済的負担を軽減できた。
　特定不妊治療
　　助成数　実人数　3人（延べ3人）
　　　　　　（うち妊娠届出数 3人）
　不育症治療
　　助成数　実人数　3人（延べ3人）

3,837

妊娠・出産・子育て安心応援事
業（産後ケア事業）

妊産婦が抱える不安や育児の負担を軽減
するため、早期から医療機関等と連携を
図り、切れ目のない支援を実施する。ま
た、心身のケアや育児のサポートが必要
な方を対象に産後ケアサービスの費用を
一部助成する。

安心して妊娠・出産・子育てをしてもら
うため、妊娠・出産・子育て安心コー
ディネーター（パートナー）を2人配置
し、妊娠期からの支援を実施した。
　妊婦訪問　延べ 14人
　妊婦面接　延べ385人
　電話支援　延べ112人
  子育て支援プラン検討会
　　　　　　（12回）173件
産後ケア費用を助成し、支援が必要な産
婦と乳児の心身の安定と育児不安の解消
に取り組んだ。
　ショートステイ型　実人数　11人
                      （延べ39日）
　デイサービス型　　実人数　23人
　　　　　　　　　　  （延べ73日）
　乳房ケア　　　　　実人数　63人
                      （延べ98回）

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

母子衛生費
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
出産・子育て環境の充実と親子の
健康づくり

健康課 取組 子育て支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
出産・子育て環境の充実と親子の
健康づくり

健康課 取組 子育て支援の充実

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
出産・子育て環境の充実と親子の
健康づくり

健康課 取組 子育て支援の充実

子育て見守り支援事業 子育て経験のある配達員が子育て用品を
毎月宅配する「かとうすこやか定期便」
を実施することで、子育て世帯との関わ
りを持ち、子育てに関する相談や情報提
供を行うとともに、経済的負担を軽減す
る。

毎月、対象世帯に3,300円相当の子育て
用品を宅配により届け、子育てに関する
悩みや不安の聞き取り及び子育てに関す
る情報提供を行った。
　利用人数　　　　299人
　配達延べ回数　2,090回

18,811

聴覚障害児の早期発見と療育の早期実施
のため、新生児聴覚検査費用を助成す
る。

新生児聴覚検査結果の全数を把握し、要
支援児に対して精密検査の勧奨、保護者
の精神的支援、親の会や社会制度利用に
ついての情報提供を行った。
　検査実施数 257人
　（出生数 258人 検査実施率 99.6％）
　精密検査実施数 4人

1,705

妊娠・出産・子育て安心応援事
業（産婦健康診査費助成事業） 母親の育児状況や身体的・精神的な経過

を確認することにより、産後うつ等の予
防を図るため、産婦健康診査費用を助成
する。

産婦健康診査の結果を把握するとともに
医療機関と連携し、要支援者に訪問や電
話で支援を行った。
　助成実人数　　　258人
　受診回数　　延べ382回

1,480

妊娠・出産・子育て安心応援事
業（新生児聴覚検査費助成事
業）

母子衛生費

2,228

未熟児養育医療事業
入院養育が必要な未熟児に係る医療費の
一部負担金を全額助成することにより、
経済的な負担の軽減と医療の確保を行
い、乳児の健全な育成を図る。

入院養育が必要な1歳未満の未熟児6人の
保護者に対して医療費を助成すること
で、経済的負担を軽減することができ
た。
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［一般会計］
（款）衛生費　（項）保健衛生費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 健康づくりと子育て支援の充実

担当課 主要施策
出産・子育て環境の充実と親子の
健康づくり

健康課 取組 子育て支援の充実

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 環境にやさしいくらしづくり

担当課 主要施策
良好な生活環境等の確保に向けた
取組の推進

生活環境課 取組 良好な生活環境の維持

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 環境にやさしいくらしづくり

担当課 主要施策
良好な生活環境等の確保に向けた
取組の推進

生活環境課 取組 良好な生活環境の維持

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 環境にやさしいくらしづくり

担当課 主要施策
地球環境の保全に向けた取組の推
進

生活環境課 取組 環境学習等の機会の充実

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

環境対策費

母子衛生費

34,932

妊娠・出産・子育てすこやか事
業

妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育
てができるよう、出産・育児等の支援に
繋がる伴走型相談支援を行うとともに、
妊娠届出や出生届出を行った妊産婦に対
し、経済的支援（妊娠期5万円、出産後5
万円）を行う。

妊娠期から子育て期まで一貫した伴走型
相談支援と経済的支援を一体的に実施し
た。
　伴走型相談支援
　　妊娠届出時の面接　　 320件
　　生後4か月までの訪問　255件
　経済的支援
　　出産応援ギフト　　352件
　　子育て応援ギフト　273件

保健衛生推進事業 快適で充実した生活を営むため、市民自
らの手による美しい環境づくりと環境に
やさしい行動を積極的に促進する。ま
た、加東市保健衛生推進協議会活動に対
して支援を行う。

市民自らの手による美しい環境づくりと
環境にやさしい行動を積極的に促進する
ことにより、環境美化及び生活環境の高
揚につなげることができた。
　ごみ減量・リサイクル懇談会  79地区

7,153

環境対策事業 市民が健康で安心かつ快適な生活を営む
ことができる環境の実現を図る。
　河川及びため池の水質検査
　市内幹線道路の自動車騒音調査及び
　面的評価

河川及びため池の水質検査や自動車騒音
常時監視により現状を確認した。
　河川及びため池の水質検査
　（河川36地点、ため池16地点1～2回）
　自動車騒音調査及び面的評価の実施
　（1路線5区間）

780

環境対策事業（環境学習） 市民の環境保全意識の向上を図るため
に、環境関連イベントを開催する。
　かとう自然がっこうの実施
　環境保全啓発事業の実施
　環境施策等推進団体への支援

環境学習を通して市民の環境保全意識を
向上させることができた。
　かとう自然がっこう（川の巻）38人
　かとう自然がっこう（森の巻）17人
　「エコ(ECO)しましょう」ポスター展
　　　　　　　　　　　　　　　60点
　環境学習6回
　環境施策等推進団体活動補助金交付

環境衛生費

891
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政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 環境にやさしいくらしづくり

担当課 主要施策
地球環境の保全に向けた取組の推
進

生活環境課 取組 温室効果ガスの排出抑制

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策 安全・安心で良好な住環境の形成

都市政策課 取組 災害に強い住環境の整備

（款）衛生費　（項）清掃費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 環境にやさしいくらしづくり

担当課 主要施策
良好な生活環境等の確保に向けた
取組の推進

生活環境課 取組 良好な生活環境の維持

環境対策費

4,260

環境対策事業（温暖化対策）
市内住宅の環境性能の向上を促進し、家
庭からのCO 排出量を削減する有効手段と
して、エコハウス施設設置補助金を交付
する。また、市民、事業者、市とのパー
トナーシップにより、かとうクールチョ
イス事業を開催し、地球温暖化の防止に
取り組む。

住宅の環境性能の向上により、温室効果
ガスの排出抑制に寄与した。また、市民
一人ひとりに環境に関して考える機会を
作り、環境保全意識の向上を図った。
フードドライブにより、食品ロスの削減
と食料支援を行い、環境負荷の低減を
図った。
　エコハウス施設設置補助金　 117件
　かとうCOOL CHOICEウィーク(夏・冬)
　　　　　　　　　　来場者数 506人
  フードドライブ（6月、9月、12月）
　　　　　　　　　　寄付者数 186人

清掃総務費

978

清掃管理事業 公衆便所利用者に快適な環境を提供する
とともに、公衆衛生の向上及び快適な生
活環境を確保する。
　公衆便所の適正な維持管理
　　中国自動車道滝野社IC
　　佐保神社前

中国自動車道滝野社IC及び佐保神社前の
公衆便所の消耗品補充や清掃、適正な維
持管理を行い、公衆衛生上、良好な利用
環境を確保した。

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

4,456

空家等対策事業

空家の経年劣化や利用実態を確認するた
め、空家パトロールを実施し、随時、所
有者に対して適正管理を促すなど、空家
等対策計画に基づいた施策を推進する。
また、老朽化し倒壊のおそれがあり、公
衆衛生や周囲の景観の悪化を招いている
空家の除却を促進するため、除却費用の
一部を補助する。
　特定空家除却補助（上限1,332千円）
　老朽空家除却補助（上限333千円）

空家等の経年劣化や利用実態を確認する
ためパトロールを実施するとともに、老
朽化した空家の除却費用を補助し、地域
の安全・安心の確保と住環境の維持及び
向上を図った。
　特定空家除却補助　 1件
　老朽空家除却補助　11件
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［一般会計］
（款）衛生費　（項）清掃費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 環境にやさしいくらしづくり

担当課 主要施策
廃棄物の減量・リサイクルの推進
と処理体制の効率化

生活環境課 取組 ごみの適正処理の推進

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 環境にやさしいくらしづくり

担当課 主要施策
廃棄物の減量・リサイクルの推進
と処理体制の効率化

生活環境課 取組 ごみの適正処理の推進

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 環境にやさしいくらしづくり

担当課 主要施策
廃棄物の減量・リサイクルの推進
と処理体制の効率化

生活環境課 取組 ごみの適正処理の推進

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

じん芥処理費

ごみを衛生的かつ安全に処理するため
に、安定的な処理体制の充実を図る。
　一般廃棄物の収集、運搬及び処理
　分別収集によるリサイクルの推進
　上中埋立処分地、薮残土処理場及び
　リサイクルヤードの管理運営
　じん芥収集車1台の更新
　小野加東加西環境施設事務組合負担金

一部事務組合による広域的なごみ処理施
設の運営により、衛生的かつ安定的に処
理できた。
　ごみ処理量　約10,224トン（速報値）
　　　　　　　　※店頭回収を除く
　資源物拠点回収　3地域各2回実施
　じん芥収集車1台の更新
　　車両部品の供給不足により、令和5
　　年度内に納車が困難となったため令
　　和6年度に繰越した。

し尿処理費

79,022

し尿処理事業

快適な生活環境を保持するため、北播衛
生事務組合の運営経費及び施設使用料を
負担する。

一部事務組合による広域的なし尿処理施
設の運営により、衛生的かつ確実に処理
できた。

清掃総務費

5,337

廃棄物減量美化対策事業

不法投棄をさせない、ごみを減らし再資
源化を推進するまちづくりのため、市民
の自主的な活動による環境美化を推進す
る。また、不法投棄防止地区の指定を推
進し、地域、市、警察が一体となって不
法投棄の防止に取り組む。
　クリーンキャンペーンの支援
　ごみ収集箱購入費補助金の交付
　資源ごみ集団回収運動補助金の交付
　監視パトロールの実施

廃棄物の減量・再資源化を推進するとと
もに、地域の環境美化活動の活性化に取
り組んだ。
　ごみ分別収集カレンダー作成
　不法投棄防止美化パトロール実施
　　　　　　　　　　　　　　　72回
　啓発看板の配布　20地区
　不法投棄防止地区指定（全92地区）
　クリーンキャンペーン実施
　　　　　　　　　　　　延べ251回
　ごみ収集箱購入費補助金交付　24件
　資源ごみ集団回収運動補助金交付
　　　　　　　　　　　　　　延べ44件

248,450

じん芥処理事業

- 50 -



（款）労働費　（項）労働諸費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 商工業振興と雇用創出

商工観光課 取組 企業誘致と地元就職の促進

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 商工業振興と雇用創出

商工観光課 取組 企業誘致と地元就職の促進

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 商工業振興と雇用創出

商工観光課 取組 企業誘致と地元就職の促進

労働諸費

2,710

人材確保支援事業

高年齢者就業機会確保事業の補助金を加
東市シルバー人材センターに交付するこ
とにより、当該センターの事業を通じて
高年齢者の就業の機会を確保し、福祉の
増進、いきがいの充実に取り組んだ。

11,300

雇用促進事業 就労機会の確保のため、就労支援室等に
おいて、就労支援相談及び求人情報を提
供する。また、市内事業所における人材
確保と本市での就職を希望する新規学卒
者及び一般求職者の支援として、就職面
接会や合同企業説明会を開催する。

就労支援相談の実施、就職面接会及び合
同企業説明会（業界研究セミナー）の開
催により、就労機会の確保に取り組ん
だ。
　就労支援室年間延相談件数 　692件
　合同就職面接会（対面開催）
　　　　　　　　参加事業所数　20社
　　　　　　　　参加求職者数　37人
　業界研究セミナー（対面開催）
　　　      　　参加事業所数　12社
　　　　      　参加学生数　  38人

9,000

シルバー人材センター運営事業
（シルバー人材センター補助
金）

高齢者の多様な就業ニーズに応じ、地域
社会の日常生活に密着した就業機会を確
保し、併せて高齢者の生きがいの充実、
社会参加の促進による地域社会の活性化
を図るため、公益社団法人加東市シル
バー人材センターに補助金を交付する。

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

Webを活用した採用活動を実施する市内に
事業所を有する中小企業者に対して補助
金を交付し、市内中小企業者の人材確保
と求職者の市内就職を促進する。

Webを活用した採用活動を実施する市内
の中小企業者に対して、補助金を交付す
ることにより、市内中小企業の人材確保
と求職者の市内就職の促進に取り組ん
だ。
　補助金交付件数　11件
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［一般会計］
（款）農林水産業費　（項）農業費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 担い手の確保・育成

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 担い手の確保・育成

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策
農産物のブランド力向上と生産拡
大

農政課 取組 農産物のブランド力向上

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策
農産物のブランド力向上と生産拡
大

農政課 取組 農産物のブランド力向上

もち麦を適正に栽培した農業者に交付金
を交付し、赤カビ病の発生を抑制したこ
とで、農業者が安定した所得を確保で
き、生産意欲の向上につなげることがで
きた。
　集落営農組織10組織、認定農業者2者
　交付対象面積　9,324.1a
　交付金　1,600円/10a

目

500

5,615

農業総務一般事業（農会事務委
託料）

市全域の農政を円滑に推進するため、地
域計画に関する事務や相談対応、農業全
般の調整業務を農会長に委託する。

農会長が、農地の適正管理や地域計画に
関する相談対応を行ったり、市からの周
知事項の伝達等を行うことで、農家と市
との連絡調整を円滑に行うことができ
た。
　
　実施集落　79農会

事業名
総合計画の位置付け

事業目的・事業内容 事業成果

農業振興一般事業（加東市もち
麦活用協議会負担金） 市内における加東市産もち麦の地産地消

の推進を目的に、加東市もち麦活用協議
会が行う各種事業に要する費用の一部を
負担する。

加東市もち麦活用協議会を中心に、もち
麦のブランド化に関する取組を展開し
た。北播磨もち麦研究大会in加東の開催
やケーブルテレビ番組制作等を通じて、
加東市で栽培されるもち麦を特産物とし
て紹介・宣伝し、振興育成を図った。

1,491

農業振興一般事業（もち麦等栽
培支援交付金）

2,706

農業振興一般事業（農業振興事
業補助金）

農業者団体等がより効率的な農業を行う
ため、農業用機械器具購入経費に対し、
補助金を交付する。

農業用機械の導入・更新の補助を行うこ
とで、経営の規模拡大及び効率化を推進
した。
　実施件数
　　集落営農組織　6組織　2,360千円
　　認定農業者　3者　346千円
  導入機械
　　田植機、トラクター等

農業振興費

加東市産もち麦の特産化を進めるため
に、赤カビ病防除を年間2回以上実施し、
もち麦又は六条大麦を適正に栽培した集
落営農組織、認定農業者及び認定新規就
農者へ支援金を交付する。
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政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 担い手の確保・育成

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 担い手の確保・育成

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 鳥獣被害対策の推進

農業振興費

21,436

有害鳥獣対策事務 農作物被害軽減のため、有害鳥獣及び特
定外来生物の捕獲を行うとともに、地域
で取り組む有害鳥獣対策に対し、柵の購
入助成やバッファーゾーンの整備、民間
専門業者による助言・指導等の支援を行
う。

加害個体の捕獲を行うと共にバッファー
ゾーン整備や電気柵等の購入費に対する
補助を行い、民間専門事業者を地区に派
遣し、農作物被害の軽減を図った。
　有害捕獲　イノシシ　1頭
　　　　　　シカ　　　4頭
            ハクビシン   14頭
　特定外来生物　アライグマ　356頭
　　　　　　　　ヌートリア　 24頭
　バッファーゾーン整備　 L=2,560m
　鳥獣対策サポーター派遣  　1地区
　電気柵　3地区、メッシュ柵 1地区

6,197

直接支払推進事業 農業経営の安定と国内生産力の確保を図
り、食料自給率の向上と農業の多面的機
能を維持することを目的として、経営所
得安定対策の推進活動及び要件確認に要
する経費に対して助成する。

国が行う経営所得安定対策等交付金の交
付事務について、再生協議会の協力を得
て円滑に進めることができた。
　加東市再生協議会への補助金
　　　　　　　　6,197千円
　水田活用の直接支払交付金
　（国から農業者へ直接交付）
　　交付総数　425件
　　交付総額　111,469千円
  戦略作物助成（麦、35千円/10a等）
　産地交付金（麦、大豆の集積化等）

4,459

農業振興一般事業（集落営農補
助金）

麦・大豆等、水稲以外の作物を栽培する
ことで、水田のフル活用を図り、地域の
実態に即した効果的な営農活動を確保す
るため、二毛作及び集積化に取り組む集
落営農組織、認定農業者及び認定新規就
農者へ補助金を交付する。

地域の実態に即した効果的な営農活動を
確保することができた。
　集積化 20者 154.1ha 2,310千円
  （麦、大豆等）
　二毛作  4地区  21.5ha 2,149千円
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［一般会計］
（款）農林水産業費　（項）農業費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策
農産物のブランド力向上と生産拡
大

農政課 取組 農産物のブランド力向上

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策
農産物のブランド力向上と生産拡
大

農政課 取組 地産地消の推進

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 鳥獣被害対策の推進

農業振興費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

10,263

鳥獣被害防止総合対策事業

本市の特産品である酒米山田錦のブラン
ド力の向上及び地域農業の活性化を推進
する。

純米酒「なんでんの」のオリジナルラベ
ル作成を酒造会社に委託し、箱へのラベ
ルの貼付作業等を福祉施設の利用者が行
うことで、農福連携を推進することがで
きた。
加東市｢山田錦｣乾杯まつりの開催を補助
し、加東市産山田錦のPR及び地域農業の
活性化を図った。

　オリジナルラベルの製作　1,900枚
　加東市｢山田錦｣乾杯まつり
　　開催日　　令和5年9月24日
　　来場者数　約3,500人
　　参加酒蔵　20蔵

990

地域農業活性化推進事業
（ファーマーズマルシェ運営業
務委託） 農家が消費者と対面で農産物を販売でき

る新たなイベントの開催により、まちの
賑わいの創出及び農家の販路拡大、地産
地消を促進する。

ファーマーズマルシェを開催し、農家の
販路拡大や地産地消の促進を図った。

　開催回数　　　6回
　来場者数合計　約2,300人

4,890

地域農業活性化推進事業

イノシシ等の農地への侵入を防ぎ、農作
物被害の防止、軽減を図るため、侵入防
止柵を支給する。
　11地区　L=5,979m

深刻な農作物被害を受けている地区が取
り組む集落柵の設置に対し、材料支給を
行うことで、有害鳥獣の侵入を抑制し
た。
　金網柵支給 12地区 L=5,836ｍ（補
助）
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政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策
農産物のブランド力向上と生産拡
大

農政課 取組 農産物のブランド力向上

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 農地の集積・集約

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 担い手の確保・育成

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 農地・農業用施設の整備

農業振興費

環境保全型農業直接支払交付金
事業

1,120

農地中間管理推進事業

地球温暖化防止等に効果の高い営農活動
(有機農業及び化学肥料・化学合成農薬
を、5割以上低減する取組と合わせて、緑
肥・堆肥を土壌にすき込む取組)に取り組
む農業者団体に対し、交付金を交付す
る。

農産物の付加価値を高めるとともに、農
業が有する環境保全機能を向上すること
ができた。
　実施件数  33件
　対象取組  緑肥の作付、有機農業等
　取組面積　7,649a

2,848

人・農地問題解決推進事業

22,481

地域の担い手不足の問題解決に向け、地
域計画（人・農地プラン）を作成し、地
域の中心経営体を明確にするとともに新
規就農者への補助金を交付する。

地区と協議を行い、37地区で地域計画の
素案及び目標地図を作成した。
新規就農者へ補助金を交付し、安定した
農業経営につなげることができた。
　
農業次世代人材投資資金　1,500千円

5,338

農地中間管理機構を活用し、集落での農
地集積を推進するため、借受希望者の掘
り起こしやマッチング等を行う。

中間管理機構を通じて、担い手への農地
集積が進んだ。
　農地集積面積　147a

中山間地域等直接支払事業
中山間地域等の農業生産条件の不利を補
正するため、適正な農用地の維持管理活
動に対して支援及び指導を行う。
　13地区

農業生産条件が不利な中山間地域におい
て、農業生産活動を継続する協定を行っ
た地区に対し、交付金を支給すること
で、離農や耕作放棄を抑制することがで
きた。また、1地区において新たに集落
協定がなされ、支援することができた。

　集落協定数　13組織
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［一般会計］
（款）農林水産業費　（項）農業費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 担い手の確保・育成

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 担い手の確保・育成

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 担い手の確保・育成

農業振興費

事業成果

農業経営基盤の強化及び安定化を目的
に、地域計画の目標地図に位置付けられ
た者又は実質化された人・農地プランの
中心経営体に対して、農業用機械導入に
係る補助金を交付する。

目標地図に位置付けられた者の農業用機
械導入に対して補助金を交付し、経営基
盤を強化することができた。
　補助対象者　認定農業者1者
　導入機械　トラクター1式
　事業費　5,236千円
　（補助対象経費　5,236千円）
　補助金　1,570千円
　（補助対象経費×3/10以内）

6,975

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容

営農継続支援事業（飼料価格高
騰対策営農継続支援交付金） 飼料価格の高騰により影響を受けた畜産

経営者の負担軽減を図るため、乳用牛ま
たは肉用牛の飼育頭数に応じた交付金を
交付する。

畜産経営者の経費負担を低減し、営農活
動の継続を支援した。
　補助対象者　市内畜産経営者　5者

1,570

農地利用効率化等支援事業

8,518

担い手確保・経営強化支援事業
補助金 農業経営基盤の強化及び安定化を目的

に、実質化された人・農地プランの中心
経営体に対して、農業用機械導入に係る
補助金を交付する。

中心経営体の農業用機械導入に対して補
助金を交付し、経営基盤を強化すること
ができた。
　補助対象者　認定農業者1者
　導入機械　コンバイン1台
　　　　　　乾燥機4台
　事業費　20,041千円
　（補助対象経費　17,037千円）
　補助金　8,518千円
　（補助対象経費×5/10以内）
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政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 担い手の確保・育成

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 担い手の確保・育成

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 力強い農業経営の実現

農政課 取組 担い手の確保・育成

農業振興費

36,599

農業生産コスト低減緊急対策事
業 肥料高騰等により影響を受けている実質

化された人・農地プランの中心経営体等
に対し、生産コスト低減への機械導入支
援を実施し、農業経営への影響の緩和を
図る。

生産コスト低減に資する農業用機械導入
に対して補助金を交付し、農業経営への
影響の緩和を図った。
　補助対象者　13者
　事業費　77,340千円
　（補助対象経費　73,204千円）
　補助金　36,599千円
　（補助対象経費×1/2以内）

農業法人の経営基盤強化を目的に、雇用
の拡大に取り組む者に対して、農業用機
械導入に係る補助金を交付する。

雇用の拡大に取り組む農業法人の農業用
機械導入に対して補助金を交付し、農業
経営基盤強化を推進することができた。
　補助対象者　農業法人（認定農業者）
　　　　　　　　　　　　　　　　1者
　導入機械　トラクター
　事業費　　6,200千円
　（補助対象経費　6,200千円）
　補助金　  1,848千円
　（補助対象経費×1/3以内）

1,157

麦・大豆生産技術向上事業 国内における麦・大豆の生産基盤を強化
し、安定供給体制の構築の実現に向け
て、国産麦・大豆の生産性向上のために
作付けの団地化の推進、新たな営農技術
の導入及び生産拡大に取り組む農業者に
対して、機械導入を支援する。

麦・大豆の生産拡大及び安定的な供給体
制の構築を図った。
　新たな営農技術の導入支援
　　補助対象者　1者
　　事業費　  544千円
　　（補助対象経費　544千円）
　  補助金  　544千円(定額補助）
　機械導入支援
　　補助対象者　1者
　　事業費　 1,350千円
    （補助対象経費　1,350千円）
　　補助金　613千円
　　（補助対象経費×1/2以内）

1,848

農業経営スマート化促進事業
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［一般会計］
（款）農林水産業費　（項）農業費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 安全な農村環境の構築

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 安全な農村環境の構築

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策 持続可能な都市基盤整備の推進

都市政策課 取組 地籍調査の実施と活用

農地費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

3,975

県営かんがい排水事業

県や土地改良区が実施する基幹水利ス
トックマネジメント事業等の用排水路改
修工事等に対し、負担金を拠出する。

老朽化した水路の機能回復に取り組ん
だ。
　基幹水利施設ストックマネジメント事
業
    新東条川Ⅱ期
　農業基盤整備促進事業
　　加古川西部3期
　国営造成施設管理体制整備促進事業
　　加古川西部Ⅰ期
　水利施設管理強化事業
　　東条川Ⅰ期
　上記に係る負担金

6,788

市単独事業（地区単独土地改良
事業補助金）

各地区が実施する農業用施設改修工事等
の土地改良事業に対し、補助金を交付す
る。

農業用施設の改修が必要な地区の改修工
事に対し、補助金を交付することで農業
経営の安定化を図った。

　11地区

31,258

地籍調査事業

土地の境界トラブルの未然防止や土地取
引の円滑化及び課税の適正化を図るた
め、引き続き社地区において、地籍調査
を実施する。
　社市街地Ⅲ（34ha）
　　一筆地調査、細部図根測量、一筆
　　地測量、地積測定
　社市街地Ⅱ（34ha）
　　閲覧、修正

社地区において、現地立会による一筆地
調査等を行った。
　社市街地Ⅰ（46ha）
　　登記完了
　社市街地Ⅱ（34ha）
　　閲覧、修正
　社市街地Ⅲ（34ha）
　　一筆地調査、細部図根測量
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政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 安全な農村環境の構築

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 農地・農業用施設の整備

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 安全な農村環境の構築

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 安全な農村環境の構築

農地費

22,440

団体営ため池等整備事業
農業生産の維持や農業経営の安定を図る
とともに、環境保全を図り災害に強い農
村環境の整備を行う。
　ため池改修工事　3池
　ため池調査設計　2池
　ため池推進調査　61箇所
　ため池ハザードマップ作成　7池

農業経営の安定や環境保全、防災力の向
上を図るため、ため池改修工事等を実施
した。
　ため池改修工事　2地区　2池
　ため池調査設計　2地区　2池
　ため池推進調査　56箇所
　ため池ハザードマップ作成
　　　　　　　　　　11池

32,138

県営ため池等整備事業
受益面積が5ha（※防災重点農業用ため池
は2ha）以上の老朽ため池について、県が
事業主体となり整備を行う。
　12池

県営事業により、農業経営の安定や環境
保全、防災力の向上を図るため、工事及
び実施設計を実施した。

　ため池改修工事　5地区  　6池
　実施設計　　　　5地区 　 6池
　上記に係る負担金

土地改良事業により造成された施設の整
備補修を施工することで、維持管理費の
節減及び機能の保持を図る。
　穂積地区　大池ポンプ場機器更新
　　　　　　千鳥川ポンプ場機器更新
　大畑地区　順礼池取水施設整備
※令和5年度は上記整備に係る賦課金のみ

土地改良事業により造成された施設につ
いて、ポンプ場の機器更新を行い、維持
管理費の節減及び機能の保持をすること
ができた。
　穂積地区　大池ポンプ場機器更新
　　　　　　千鳥川ポンプ場機器更新
　大畑地区　順礼池取水施設整備

185,751

多面的機能支払交付金事業
地域が共同で行う農地及び農業用施設の
維持、管理並びに更新等の活動を支援す
る。
　76組織

各地区の取組により、農村環境が維持・
改善され、農村の有する多面的機能の向
上につながった。
　農地維持　             76組織
　資源向上 共同活動　    76組織
　資源向上 長寿命化活動　69組織

838

土地改良施設維持管理適正化事
業
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［一般会計］
（款）農林水産業費　（項）農業費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 安全な農村環境の構築

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 安全な農村環境の構築

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 安全な農村環境の構築

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 農地・農業用施設の整備

農地費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

水利用、水管理の効率化・省力化を図る
ため、老朽化している多井田井堰の改修
工事を行った。
　多井田地区頭首工改修工事 1か所

27,588

基盤整備促進事業 老朽化した農業水利施設を改修、改善す
ることで、農業を継続することができる
環境づくりを図る。
　少分谷地区パイプライン布設工事
　L=1,730ｍ
　（全体計画：L=3,964ｍ）

農業を継続する環境づくりを図るため、
老朽化した水路のパイプライン化の工事
を実施した。
　少分谷地区パイプライン化工事
　　L=1,731ｍ

5,400

地域農業水利施設ストックマネ
ジメント事業

団体営事業で造成された農業水利施設の
機能を効率的に保全する。
　多井田地区頭首工改修工事　1か所

農業生産の維持や農業経営の安定を図る
とともに、環境保全を図り災害に強い農
村環境の整備を行う。
　ため池改修工事　3池
　ため池調査設計　2池

農業経営の安定や環境保全、防災力の向
上を図るため、ため池改修工事等を実施
した。
　ため池改修工事　2地区　2池
　ため池調査設計　2地区　2池

9,769

団体営農業用施設等整備事業 農業用施設の機能低下の回復等、総合的
防災減災対策を実施し、農業生産の維持
や農業経営の安定、環境保全を図り、災
害に強いむらづくりを推進する。
　頭首工調査設計　2か所

水利用、水管理の効率化・省力化を図る
ため、老朽化している和田井堰及び鹿野
モロ5井堰の調査設計を行った。
　頭首工調査設計　2か所

57,670

団体営ため池等整備事業（繰越
分）

- 60 -



政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 安全な農村環境の構築

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 安全な農村環境の構築

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 安全な農村環境の構築

（款）農林水産業費　（項）林業費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策 活力ある農業の実現

担当課 主要施策 農村環境の整備等の推進

農地整備課 取組 里山の整備・保全

農地費

林業費

7,256

林業一般事業
里山整備による山地災害予防及び緩衝帯
整備による農作物被害の減少を図る。
　森林整備 2地区　L=1.20km
　（A=2.4ha）

緩衝帯整備を行い、野生動物による農作
物被害の減少を図った。
　森林整備　2地区　L=1.66㎞
　　　　　　　　 （A=3.03ha)

150

流域治水事業（単独） 田んぼに排水調整用のせき板を設置する
ことで、台風等による大量の雨水を一時
的に貯留し、下流域への流出量を低減す
る取組を実施する地区に対し、支援を行
う。
　せき板配布　6地区　180枚

地区に対しせき板を支給することで、田
んぼに台風等による大量の雨水を一時的
に貯留し、下流域への流出量を低減する
取り組みを行った。
　せき板配布　6地区　170枚

老朽化した農業水利施設の機能診断や保
全・合理化整備による施設の長寿命化及
び安全性の向上を図る。
　大畑・蔵谷地区用水路機能保全計画策
定
　L=0.9km

老朽化した農業水利施設の機能診断や保
全・合理化整備による施設の長寿命化及
び安全性の向上のための施設計画を策定
した。
　大畑・蔵谷地区用水路機能保全計画
　策定　　L=0.9km

3,961

流域治水事業（補助）
台風等による大量の雨水を一時的に貯留
し、下流域への流出量を低減する取組を
行うため池管理者に対し、支援を行う。
　流域治水指定貯水施設　53池

施設管理者に対し補助を行うことで、た
め池に台風等による大量の雨水を一時的
に貯留し、下流域への流出量を低減する
取り組みを行った。
　浸水被害対策指定貯水施設　52池

9,452

水利施設等保全高度化事業

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果
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［一般会計］
（款）商工費　（項）商工費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 商工業振興と雇用創出

商工観光課 取組 経営の安定と経営基盤の強化

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 商工業振興と雇用創出

商工観光課 取組 経営の安定と経営基盤の強化

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 商工業振興と雇用創出

商工観光課 取組 経営の安定と経営基盤の強化

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 商工業振興と雇用創出

商工観光課 取組 企業誘致と地元就職の促進

商工総務費

商工振興費

93,787

原油価格等高騰経済対策事業
原油価格等高騰の影響を受ける市内中小
企業者等に対し、事業にかかる光熱費、
燃料費の経費の一部を補助する補助金を
交付して、事業継続を支援する。

市内の中小企業者、農事組合法人・集落
営農組織、医療・福祉サービス事業所又
は施設を運営する法人に対し、補助金
（最大50万円）を交付し事業継続を支援
した。
　補助金交付件数　520件
　補助金総額　　　78,187千円

90,629

企業立地促進事業（企業立地奨
励金） 産業の振興と雇用機会の創出を図るた

め、市内に工場等を新設又は増設し、一
定の条件を満たす企業等に対し、固定資
産税及び都市計画税相当額を奨励金とし
て交付する。

市内に工場を新設又は増設した企業9社
に対して、企業立地奨励金を交付し、当
該企業の事業継続及び拡張を支援した。

市内創業者の経営安定と人材の地域定着
を図るため、市内で創業又は第二創業を
目指す方に、事業の立ち上げに必要な経
費の一部を助成する。

市内で創業し、令和5年度に事業の立ち
上げ等を行った創業者に対して補助金を
交付し、市内での地域経済の活性化と人
材の地域定着を図った。
　補助金交付件数　4件

2,581

商工総務事業（創業者支援補助
金）

26,480

商工総務事業（商工会補助金）
商工業の総合的な改善発達及び地域振興
の促進を図り、活力ある地域社会づくり
を推進するため、加東市商工会に補助金
を交付する。

各種セミナーや個別相談会、専門家の派
遣、就職面接会等、地域に根ざした商工
会の地道な取組により、活力ある地域社
会づくりを推進することができた。
また、市の「創業支援等事業計画」に基
づき、市と市商工会の連携による創業相
談や創業塾を開催することで創業希望者
を支援し、12件の創業に結び付いた。

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果
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政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 商工業振興と雇用創出

商工観光課 取組 企業誘致と地元就職の促進

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 商工業振興と雇用創出

商工観光課 取組 経営の安定と経営基盤の強化

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 商工業振興と雇用創出

商工観光課 取組 経営の安定と経営基盤の強化

商工振興費

特産品の販売、菊花盆栽展等を通じて地
域の物産、文化を広くPRするとともに、
異業種間交流を深めるイベントを開催す
る秋のフェスティバル実行委員会に補助
金を交付する。

市内生産品PR「メイドインかとう」等を
実施し、地場産品や文化の魅力を広くPR
できた。
　開催日　令和5年11月3日（金）
　　　　　　　　　　　～5日（日）
　来場者数　約8,000人（3日間）
11月3日～4日は展示のみ、5日にステー
ジイベント等を実施した。

9,500

加東市秋のフェスティバル

工場等の安定的かつ継続的な操業を支援
するため、市内に工場等を設置し、一定
の条件を満たす企業等に対し、水道料金
を一部助成する。

工場等操業継続支援等助成金を13社に対
して交付し、当該企業の継続的な操業を
支援した。

44,513

商店街ポイントシール事業 新型コロナウイルス感染症による消費の
落ち込みを回復するため、兵庫県と市が
協調して商店街が取り組むポイントシー
ルの発行を支援し、地域商業の活性化を
図る。

4団体（社商店連合会、加東市カード
会、Bio同友店会、天神商店連盟）が実
施したポイントシール事業に補助金を交
付し、地域産業の活性化に寄与した。
　補助金交付額
　　社商店連合会　　11,871千円
　　加東市カード会　12,000千円
　　Bio同友店会　　 12,000千円
　　天神商店連盟　　 8,642千円
　　総計　　　　　　44,513千円

22,550

企業立地促進事業（工場等操業
継続支援等助成金）
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［一般会計］
（款）商工費　（項）商工費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光PRの強化と消費拡大

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光PRの強化と消費拡大

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光地としての魅力の向上

観光費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

新たにルール講習会を実施するほか、大
会及びレッスン回数を増やし、ジュニア
ゴルファーの育成を促進するとともに、
ゴルフのまち加東をPRすることで、ゴル
フ人口を拡大し、ゴルフ場の利用を促進
するため、加東市ゴルフ協会に補助金を
交付する。

加東市ゴルフ協会に補助金を交付し、地
域住民、ゴルフ場、商工会、市が協力
し、ジュニアゴルファーの育成や市民ゴ
ルフ大会等を行い、ゴルフを普及啓発し
た。また、スタンプカード（加東伝の助
ゴルフサーキット）を引き続き発行し、
ゴルフ場の利用促進に取り組んだ。
　ゴルフサーキット応募者　2,597人

946

観光振興事務事業（まちなかへ
のトリックアート設置）

加東アート館以外の場所にもトリック
アートを設置することにより、市民や加
東市を訪れた方にトリックアートへの関
心を高めてもらい、加東アート館への誘
客と、加東アート館を起点とした市内周
遊を促す。

にぎわい交流施設halK、鴨川の郷、やし
ろ国際学習塾、兵庫県立播磨中央公園サ
イクルステーション、兵庫県立播磨中央
公園ふじいでんこうサイクルランド、滝
野児童館きららの6か所にトリックアー
ト6作品を設置し、加東アート館への誘
客と市内周遊を促した。
　設置総数（令和6年3月31日時点）
　　　　　　　　　　　　　　15作品

12,860

観光振興事務事業（加東市ゴル
フ協会補助金）

59,740

観光振興事務事業（観光協会補
助金） 市内の観光資源の開発やPR、施設の維持

管理、各種イベントの開催等観光振興事
業を推進するため、一般社団法人加東市
観光協会に補助金を交付する。

加東市観光協会に補助金を交付し、各種
事業を実施したことにより、観光の振興
に寄与した。
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政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光PRの強化と消費拡大

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光PRの強化と消費拡大

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光PRの強化と消費拡大

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光PRの強化と消費拡大

観光費

10,000

観光振興事務事業（地方創生人
材支援制度の活用）

4,840

観光振興事務事業（宝探しイベ
ント）

源義経を題材にした新たな周遊策とし
て、謎解き宝探しイベントを実施し、親
子連れ層の誘客を図る。

既存のARスタンプラリー事業の集客力を
生かしながら、市内5地点の観光地を周
遊させるイベントを実施したことによ
り、観光地の周遊を促進できた。
　参加者数　718人
　観光地点来訪者合計　3,590人

5,434

観光振興事務事業（プロ野球冠
試合開催）

地方人材派遣制度を活用し、旅行業界へ
の営業・販売促進戦略の策定及び行動計
画の立案を効率的かつ効果的に遂行でき
る人材の派遣を民間企業から受けて、誘
客の促進に取り組む。

地方人材派遣制度を活用し、旅行業界の
民間企業から人材派遣を受け、市内への
日帰りバスツアーや宿泊バスツアーの誘
客を促進した。
　バス台数　56台
　人数　1,775人
　旅行会社等営業件数　65件

4,180

観光振興事務事業（JBCF併催イ
ベント） 物販やステージ演出を行うイベントを

JBCF自転車レースと併催し、来場者に本
格的な自転車レースを間近で見てもらう
ことで、さらなる自転車振興と観光振興
を図る。

JBCF自転車レースと併催し、BMXショー
やトークショー、ステージイベント等を
実施し、本格的な自転車レースをPRでき
た。
　開催日　令和5年4月16日（日）
　来場者数　約3,000人

プロ野球で市名を冠とする試合を開催
し、来場者に市の観光や特産品のパンフ
レットを配布するとともに、物販の実施
等によりPRすることで、観光客の誘客を
図る。

京セラドームにてプロ野球で市名を冠と
する「どこやねん！加東市ナイター」を
開催し、先着1万名への加東市るるぶ等
の配布、SNS告知、広告放映等でPRでき
た。
　開催日　令和5年7月25日（火）
　来場者数　26,923人
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［一般会計］
（款）商工費　（項）商工費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光地としての魅力の向上

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光地としての魅力の向上

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 環境にやさしいくらしづくり

担当課 主要施策
良好な生活環境等の確保に向けた
取組の推進

生活環境課 取組 消費者被害の未然防止

観光費

人々の故郷への思いを醸成するほか、協
調と連帯の輪を広げるため、花火大会と
夏のおどりを主催する夏まつり実行委員
会に補助金を交付する。

市内外から多くの来場者が訪れたため、
本市のPRと地域コミュニティの醸成に貢
献することができた。
　花火大会
　　開催日　令和5年8月2日（水）
　　来場者　約12,000人
　夏のおどり
　　開催日　令和5年8月26日（土）
　　　　　　雷雨のため途中中止

7,500

観光事業（加東市花まつり鮎ま
つり実行委員会補助金） 鮎漁の解禁と灌仏会を通じて、地域交流

と観光客の誘致、地域文化の継承発展及
び観光振興を図るイベントを主催する花
まつり鮎まつり実行委員会に補助金を交
付する。

本市が誇る景勝地・闘竜灘のさらなる周
知のため、花まつり鮎まつりを開催し
た。毎年、光明寺で開催する花まつりの
来場者が減っているため、来場者獲得に
向けて、写経体験等を開催した。
　開催日　令和5年5月3日（水・祝）
　来場者
　　花まつり　約1,500人
　　鮎まつり　約8,000人

21,000

観光事業（加東市夏まつり実行
委員会補助金）

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

消費者行政推
進費

1,815

消費者行政推進事業
消費者の権利の擁護及び利益の増進を図
り、消費生活トラブルの未然防止及び被
害拡大を防ぐため、消費生活に関する情
報の収集、提供、消費生活相談を行う。
また、賢い消費者の育成を目指し、消費
者団体と連携するとともに消費者教育を
推進する。

消費生活相談を行うとともに広報やケー
ブルテレビを活用した啓発を実施し、消
費者の権利擁護及び利益の増進に寄与し
た。
　消費生活相談件数　126件
　くらしの安全・安心推進員による
　ケーブルテレビ啓発番組　5回放送
　ケーブルテレビ情報BOXによる啓蒙
　　　　　　　　　　　  　2回放送
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政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光地としての魅力の向上

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光地としての魅力の向上

政策
Ⅴ地域産業が躍動する活力あふれ
るまち

施策
商工業・観光産業の活性化と雇用
対策の充実

担当課 主要施策 観光の振興

商工観光課 取組 観光地としての魅力の向上

（款）土木費　（項）道路橋梁費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組
道路や河川などの安全確保・景観
保全

地域振興施設
費

目

施設の適切な維持管理及び利用者の安全
安心を確保するため、脱衣所の畳及び給
湯配管、非常用照明の更新工事を実施す
る。

施設の適切な維持管理及び利用者の安全
安心を確保するため、脱衣所の畳の交
換・給湯配管の交換・非常用照明の更新
工事などを実施した。

3,067

道路維持費

5,833

道路維持管理事業（高木抜根）

展示作品の部分的な入替えを行い、集客
力の向上を図るほか、アートによる賑わ
いづくりのため、館内レイアウトを変更
して作家によるワークショップを開催す
るためのスペースの整備を行う。

トリックアート14点の入替を実施し、誘
客の強化と来場者の満足度の維持向上を
図った。
　館内展示作品数
　（令和6年3月31日時点）　37点
　来館者数　23,164人

9,024

滝野交流保養館管理運営事業
（施設整備）

事業名
総合計画の位置付け

事業目的・事業内容 事業成果

鴨川の郷管理運営事業（施設整
備） 無線LANサービスをコテージで使用できる

ように範囲を拡大するとともに、ワーク
デスク・OA機器等備品を整備すること
で、施設利用者への快適な環境の提供及
びサービス向上を図る。

無線LANサービスをコテージでも使用で
きるように整備するとともに、ワークデ
スク・OA機器等備品も整備することで施
設利用者への快適な施設環境を提供し
た。

高木伐採後の植樹枡の維持管理の軽減を
図るため、抜根し舗装する。
　高木抜根　190本

市道の植樹帯の支障木を抜根したこと
で、維持管理にかかる経費が縮減でき
た。
　高木抜根工　123本

8,670

加東アート館管理運営事業（施
設整備）
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［一般会計］
（款）土木費　（項）道路橋梁費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組
道路や河川などの安全確保・景観
保全

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組
道路や河川などの安全確保・景観
保全

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組
道路や河川などの安全確保・景観
保全

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組
道路や河川などの安全確保・景観
保全

道路維持費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

3,764

アドプトプログラム推進事業

市が管理する道路・河川・公園の清掃美
化活動に取り組む団体を支援するため、
活動に必要な資材の支給を行う。

団体が道路・河川・公園の清掃美化活動
を実施するための資材を提供し、市民と
の協働によるまちづくりを推進した。
　活動団体　30地区4団体

1,100

道路維持管理事業（市道木梨原
南山線交差点改修工事）

老朽化した道路ストック（舗装）による
第三者被害を防止するため、修繕工事を
行う。
　大門北野線　L=100ｍ
　高岡南北3号線　L=82ｍ
　高岡桜台線　L=240ｍ

老朽化した舗装を修繕し、安全で快適な
道路環境を確保した。
  高岡桜台線舗装修繕工事
　　　L=231m　A=1,432㎡

13,763

社会資本整備総合交付金事業
（防災・安全交付金）（道路ス
トック総点検事業・舗装）

社地域小中一貫校整備に関連し、通過交
通の安全確保を図るため、隣接する市道
を改修する。
　側溝設置　L=7ｍ
　舗装工　　A=20㎡

市道を改修し、通行の安全性を向上させ
た。
　側溝設置　L=8ｍ
　舗装工　　A=21㎡

10,813

道路維持管理事業（市道木梨下
三草線舗装修繕工事）

圃場整備事業で道路用地を確保した区間
を舗装し、快適な通行空間を確保する。
　L=210 

未舗装区間を舗装し、安全で快適な道路
環境を確保した。
  舗装工　L=291ｍ　A=1,352㎡
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政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組
道路や河川などの安全確保・景観
保全

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組
道路や河川などの安全確保・景観
保全

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組
道路や河川などの安全確保・景観
保全

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組
道路や河川などの安全確保・景観
保全

道路維持費

交通安全施設
整備事業費

91,257

道路メンテナンス事業（橋梁長
寿命化修繕事業） 老朽化した橋梁の長寿命化を図るため、

道路橋長寿命化修繕計画に基づき、補修
工事を行う。
　山麓夢橋（積算業務、補修工事等）
　新千鳥橋（積算業務、補修工事等）

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋梁の
積算業務、補修工事を実施した。
　山麓夢橋（積算業務、補修工事等）
　新千鳥橋（積算業務、補修工事等）

34,907

公共施設等適正管理推進事業
（道路ストック総点検事業・舗
装）

交通の安全性を確保するため、経年劣化
に伴い薄くなった区画線の引き直しを行
う。
　区画線工　L=15,800m

経年劣化により、薄くなっている区画線
の引き直しを行い、安全で快適な道路環
境を確保した。
　区画線工　L=22,526ｍ

10,709

社会資本整備総合交付金事業
（防災・安全交付金）（社貝原
線道路改良工事） 歩行者の安全を確保するため、歩道を拡

幅する道路改良工事等を行う。
　歩道改良工事　L=40m

歩道を拡幅し、良好な通行空間を確保す
るため、自歩道整備工事を行った。
　歩道整備工事　L=40m

14,990

交通安全施設整備事業（区画線
工事）

老朽化した道路ストック（舗装）による
第三者被害を防止するため、修繕工事を
行う。
　福住上三草線　L=500ｍ

老朽化した舗装を修繕し、安全で快適な
道路環境を確保した
  福住上三草線ほか舗装修繕工事
　　　L=682m　A=3,440㎡
　大門北野線舗装修繕工事
　　　L=159m　A=1,320㎡
　高岡南北3号線舗装修繕工事
　　　L=84m  A=589㎡
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［一般会計］
（款）土木費　（項）河川費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組 河川改修の促進と適切な維持管理

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組 河川改修の促進と適切な維持管理

（款）土木費　（項）都市計画費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策 持続可能な都市基盤整備の推進

都市政策課 取組 地域集落の活力維持

河川総務費

336

加古川河川改修推進事業
国・県が実施する加古川河川改修の早期
完成に向け、関係機関と連携し、用地取
得や築堤・護岸工事の一層の進捗を図
る。

加古川の河川整備事業の早期完成に向
け、事業の推進と事業費の確保につい
て、関係機関と連携して要望活動を行っ
た。

2,900

河川区域内環境保全事業（緊急
浚渫推進事業）

市管理河川の流水断面を確保するため、
堆積土砂の除去を行う。
　奥神山川　V=700 

奥神山川の堆積土砂を撤去し、河川氾濫
による災害の未然防止を図った。
  奥神山川　V=280 

4,456

都市計画事務事業（区域区分見
直し検討業務）

県が令和4年度から令和7年度にかけて検
討している区域区分の見直しを含めた都
市計画区域マスタープランの見直しに合
わせて、現行の都市計画の状況整理や区
域区分見直しによる影響の調査・分析を
行う。

区域区分見直しによる影響について調
査・分析を行い、都市計画審議会等の意
見を聴きながら、区域区分の見直しの方
向性について検討を行った。

都市計画総務
費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果
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政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策 安全・安心で良好な住環境の形成

都市政策課 取組 災害に強い住環境の整備

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策 安全・安心で良好な住環境の形成

都市政策課 取組 魅力ある住環境の構築

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組 公園の充実と緑地の保全

都市計画総務
費

公園費

10,818

公園等維持管理事業（公園トイ
レ改修工事） 公園利用者が公衆トイレを快適に利用で

きるよう、改修する。
　トイレ改修設計（5公園　10基）
　トイレ改修工事（2公園　 6基）

夕日ヶ丘公園、千鳥川桜堤公園内のトイ
レ の便器の改修を行い、利用者の快適
性の向上に寄与した。
　トイレ改修　N=7基

1,500

住宅耐震改修促進事業

戸建て住宅の耐震化を支援し、安全安心
なまちづくりを推進する。
　計画策定費補助（上限200千円）
　耐震改修工事費補助（上限1,300千円）
　住宅耐震化建替工事費補助
　　　　　　　　　　（上限1,000千円）
　部分型耐震化工事費補助
　　　　　　　　　　（上限500千円）

住宅耐震化改修に係る補助を実施し、個
人住宅の耐震化を促進した。
　計画策定費補助　1件
　耐震改修工事費補助　1件

343

空家等活用支援事業

市内の空家ストックの有効活用と地域の
活性化を促進するため、専門家による空
家相談会を実施するとともに、県の「空
き家活用支援事業」を活用しようとする
方に対し、補助金を交付する。
また、空家バンク登録物件の充実と流通
を促進するため、家財処分費用を補助す
る。
　空家改修補助（上限1,500千円）
　家財処分補助（上限100千円）
　相談会　1回

空家バンク制度等のチラシを作成して有
効活用について啓発を行ったほか、家財
処分の補助により空家の有効活用を図っ
た。また、専門家による空家相談会を実
施した。
　家財処分補助　2件
　相談会　1回（9件）
　空家バンク制度
　　物件登録　11件
　　利用登録　11件
    契約成立　 7件
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［一般会計］
（款）土木費　（項）都市計画費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策
安全・快適で機能的な道路整備や
河川改修等の推進

土木課 取組 公園の充実と緑地の保全

（款）土木費　（項）住宅費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅵ豊かで快適なくらしを支える都
市基盤が整備されたまち

施策 都市基盤の整備充実

担当課 主要施策 安全・安心で良好な住環境の形成

都市政策課 取組
だれもが安心してくらせる住環境
の整備

（款）消防費　（項）消防費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 危機管理・交通防犯体制の強化

担当課 主要施策 消防・防災力の充実強化

防災課 取組 消防体制の強化

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

619,303

常備消防事業

広域の常備消防体制による消防力・防災
力の強化を図るため、北はりま消防組合
の運営に必要な経費を負担する。

消防の広域化による効率的かつ効果的な
消防体制を維持し、迅速・的確な救急活
動、消火活動を展開し、市民の安全・安
心に寄与した。

常備消防費

公園機能の保全及び利用者の安全を確保
するため、公園長寿命化計画に基づき、
防護柵及び東屋の補修、更新を行う。
　公園施設修繕設計（4公園）
　公園施設修繕工事（5公園）

公園施設の長寿命化修繕工事を行い、利
用者の安全性を確保した。
　公園施設修繕設計（5公園）
　公園施設修繕工事（6公園）

公園費

43,240

社会資本整備総合交付金事業
（防災・安全交付金）（公園長
寿命化修繕事業）

計画的な維持管理により安全・安心な住
環境を確保するため、市営住宅長寿命化
計画に基づき、高岡団地、新町団地及び
北野団地（2号棟・3号棟）の外壁等の改
修工事や岩の花団地、藪団地及び森団地
の給湯設備の改修工事等を行う。

市営住宅長寿命化計画に基づき、高岡団
地、新町団地及び北野団地（2号棟・3号
棟）の外壁等の長寿命化工事を実施した
ほか、岩の花団地、藪団地及び森団地の
給湯設備の改修工事等を行い、安全・安
心な住環境を整備した。

住宅管理費

74,643

公営住宅維持補修事業

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果
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政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 危機管理・交通防犯体制の強化

担当課 主要施策 消防・防災力の充実強化

防災課 取組 消防体制の強化

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 危機管理・交通防犯体制の強化

担当課 主要施策 消防・防災力の充実強化

防災課 取組 消防体制の強化

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 危機管理・交通防犯体制の強化

担当課 主要施策 消防・防災力の充実強化

防災課 取組 災害対応力の向上

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 危機管理・交通防犯体制の強化

担当課 主要施策 消防・防災力の充実強化

防災課 取組 災害対応力の向上

災害対策費

非常備消防費

139,947

非常備消防事業

消防施設費

46,634

消防施設整備事業 消防車両等の更新（福吉、大門、上三
草）、消防施設及び消防水利の維持管理
を行う。また、地区の消防資機材の購入
や消防施設の整備・修繕に対する補助を
行い、消防体制の充実・強化を図る。

消防施設等を計画的に整備していくこと
で、消防力の維持・向上に取り組んだ。
　小型動力ポンプ付積載車等購入
　（福吉、大門、上三草） 　　 3台
　消火栓維持管理　  　　  1,415栓
　消防施設等整備事業  　     42地区

防災行政無線、排水ポンプパッケージ車
等の適正な運用及び維持管理を行う。ま
た、職員の訓練・研修を実施し、ハー
ド・ソフトの両面から災害対応力の向上
に取り組む。

防災行政無線戸別受信機新規設置、排水
ポンプパッケージ車の運転及び維持管
理、防災関係システム維持管理、災害見
舞金の支給、防災対策機器運用維持管理
を行い、防災力の維持・向上に取り組ん
だ。
　防災行政無線戸別受信機　10,587台

8,269

災害対策事業（災害用備蓄品購
入） 山崎断層地震発生時の被害想定による避

難者数を基に、避難生活に必要な非常食
等を購入し、大規模災害への備えを充実
させる。

賞味期限を控えた食料の入替等により、
避難所生活に必要な物資を購入した。
　アルファ化米  　  　5,300食
　備蓄用パン　　　  　  800食
　備蓄用ビスケット    　200缶
　毛布　　　　　　　　1,000枚
　10年蒸留保存水　　　6,000本
　組立簡易トイレ　　　　 19組
　簡易トイレ替え袋　　1,000枚

106,185

災害対策事業

各種訓練、研修により消防団員の知識・
技能の向上を図り、消防力を強化する。
また、消防団員の処遇改善の一環として
団員報酬、出動手当を見直し、団員の確
保を図る。

火災出動延べ526人（18回）、水防出動1
回、年末特別警戒延べ873人（2日間）に
よる活動を行った。
また、新入団員訓練、機関員訓練等の各
種訓練及び防火啓発活動で延べ1,703人
が、消防団としての知識・技能の向上、
体制整備に取り組むとともに、市民の防
火意識の高揚を図った。
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［一般会計］
（款）消防費　（項）消防費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 危機管理・交通防犯体制の強化

担当課 主要施策 消防・防災力の充実強化

防災課 取組 災害対応力の向上

政策
Ⅸ安定した行政経営基盤と危機管
理による安全・堅実なまち

施策 危機管理・交通防犯体制の強化

担当課 主要施策 消防・防災力の充実強化

防災課 取組 災害対応力の向上

（款）教育費　（項）教育総務費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 学校教育環境の充実

担当課 主要施策 学校教育環境の整備充実

教育総務課 取組 就学援助の実施と学校給食の充実

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

地区（自主防災組織）や福祉関係者と連
携し、避難行動要支援者の避難のための
個別避難計画の作成やその計画に基づく
避難訓練の実施を支援し、地域防災力の
向上を図る。

地区（自主防災組織）及び福祉関係者間
で連携した個別避難計画の作成と、計画
に基づく避難訓練は、要支援者の体調等
を考慮しながら実施した。

58

災害対策費

防災備蓄体制の充実・強化のため、災害
時に必要な防災資機材の維持管理を行
う。

防災備蓄資機材の点検、修繕や備蓄品の
在庫確認を行い、常時使用可能な状態を
維持することができた。

148

防災資材管理事業

災害時要援護者モデル事業

事務局費

10,364

小中学校給食費等無償化事業 物価高騰による子育て世帯の経済的負担
軽減を図るため、小学校・中学校・義務
教育学校等に通う児童生徒に係る2学期、
3学期の給食費を無償化又は給食費相当額
を支援する。

市立小中学校以外の給食を喫食する児童
生徒の給食費支援金10,300千円を交付
し、子育て世帯の経済的負担軽減を図っ
た。
　小学校児童　229人
　中学校生徒　118人

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果
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政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策 小中一貫教育の推進

小中一貫教育推進室 取組 郷土愛の醸成

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策
確かな学力・主体的に学ぶ態度の
育成

学校教育課 取組
主体的・対話的で深い学びの実現
に向けた取組の推進

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策
確かな学力・主体的に学ぶ態度の
育成

学校教育課 取組
主体的・対話的で深い学びの実現
に向けた取組の推進

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策
確かな学力・主体的に学ぶ態度の
育成

学校教育課 取組 キャリア教育の充実

小学校の理科や図画工作の授業にスペ
シャリスト講師を派遣し、児童生徒の学
びに向かう力を育む。また、中学校で
は、部活動で県内のプロスポーツチーム
の指導を受ける機会をつくり、プロの技
能や生き方・高度な専門性に触れ、生徒
の夢に向かう力を育む。

小学校の理科では、宇宙、空気・水のお
もしろ実験、加東市の大地の成り立ちを
テーマに高学年中心に404人が学習し
た。図工では「色の美しさを味わおう」
と題して小学5年生316人が学習した。中
学校では、バスケットボール、サッ
カー、スポーツトレーニングの分野で全
14回、延べ582人が指導を受けた。講師
やプロの方から直接学ぶことで夢を育み
意欲の向上につながった。

5,064

教育指導事業（プロから学ぶ
「かとう夢授業」）

教育指導費

児童生徒の考える力、活用する力を高め
るため、教科指導に優れた講師を校内研
修会に招き、教職員の指導力向上を図
る。

市立学校に講師を招聘し、授業研究及び
校内研修を実施することで、教職員の実
践的な指導力を向上させた。
　招聘回数　延べ7回

2,256

教育指導事業（多文化共生推進
事業）

外国人児童生徒に対し、教職員や児童生
徒とのコミュニケーションの円滑化を促
すとともに、生活適応や学習支援、心の
安定を図り、学校生活への早期適応を促
進するため、多文化共生サポーターや多
言語相談員、こども日本語支援員を学校
に派遣する。

多文化共生サポーターや多言語相談員、
こども日本語支援員を学校に派遣し、外
国人児童生徒が安心して学校生活を送る
環境を整えることができた。
　多文化共生サポーター
　　　　　　　　　　対象児童生徒4人
　　　　　　　　　　派遣時間653時間
　多言語相談員　    派遣回数13回
　こども日本語支援員
　　　　　　　　　　派遣時間92時間

140

教育指導事業（児童生徒の考え
る力を高める授業実践事業）

2,105

教育指導事業（ふるさと学習
「かとう学」） ふるさとを愛し、自らの夢に挑む自立し

た子どもを育成するため、ふるさと学習
「かとう学」副読本を増刷し、教科横断
的な学習を行う。

ふるさと意識を醸成するため、ふるさと
学習「かとう学」副読本の増刷を行い、
加東市のひと・もの・ことから学ぶ、ふ
るさと学習を推進した。
　上巻（1～4年生用）374部印刷
　下巻（5～9年生用）361部印刷
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［一般会計］
（款）教育費　（項）教育総務費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策
確かな学力・主体的に学ぶ態度の
育成

学校教育課 取組
主体的・対話的で深い学びの実現
に向けた取組の推進

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策
確かな学力・主体的に学ぶ態度の
育成

学校教育課 取組
主体的・対話的で深い学びの実現
に向けた取組の推進

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策
確かな学力・主体的に学ぶ態度の
育成

学校教育課 取組
主体的・対話的で深い学びの実現
に向けた取組の推進

児童生徒の学習上のつまずきや個別の支
援が必要な児童生徒にきめ細かく対応す
るため、学習支援員として、教員免許保
有者、教員を目指す学生といった地域人
材を各学校に配置する。また、令和5年度
以降は、学校の別室での学習を希望する
児童生徒に対する学習支援体制を整える
ため、学習支援員を増員する。

全学校に学習支援員を配置し、学習上の
つまずきの解消や学習意欲の向上と児童
生徒の心の安定を図ることができた。
　配置人数　35人

7,874

教育指導事業（学習支援員配置
事業）

教育指導事業（放課後補充学習
推進事業）

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

教育指導費

児童生徒の学習習慣の定着と基礎学力の
向上を図るため、教員免許を有する指導
員を配置した放課後学習の場を開設し
て、児童生徒の自主的な学習を支援す
る。

児童生徒が参加し、放課後の自主学習に
取り組んだ。指導員を配置することによ
り、困った時に質問ができる環境と集中
して学習に取り組める場所を提供するこ
とができた。
　参加人数・評価
　　児童生徒179人
　　小学生90.9％、中学生93.1％
    が参加して良かったと回答

608

教育指導事業（加東スタディラ
イフ実施事業） 児童生徒の自主的な学習意欲を向上さ

せ、学習習慣の定着を図るため、指導員
（教員免許保有者や教員を目指す学生の
地域人材）を配置し、「自主学習室」を
開設する。

自主学習室を開設し、自ら学ぶ場を提供
することで、学習意欲の向上につながっ
た。
　参加人数・評価
　　夏季休業期間　小学5.6年生186人
　　　うち99.4％が参加して
　　　　　　　　　良かったと回答
　　冬季休業期間　中学3年生73人
　　　うち96.7％が参加して
　　　　　　　　　良かったと回答

702
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政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策
確かな学力・主体的に学ぶ態度の
育成

学校教育課 取組
主体的・対話的で深い学びの実現
に向けた取組の推進

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策 心の教育の推進

学校教育課 取組
多様性を認め合う児童・生徒の育
成

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策 確かな学力・主体的に学ぶ態度の育成

学校教育課 取組
主体的・対話的で深い学びの実現
に向けた取組の推進

教育指導費

学習集団の状態（児童生徒の心理面）を
把握するため、市立学校の児童生徒（小
学4年生以上）を対象にhyper-QUテストを
実施する。また、不登校支援やいじめ防
止に向けた組織的な取組を推進するた
め、hyper-QUテストの結果に基づく事例
検討会を開催する。

hyper-QUテストを2回実施し、学習集団
の状態を把握することができた。更に、
校内で事例検討会を実施することで、要
支援児童生徒の早期発見、早期対応につ
なげることができた。

1,971

教育指導事業（学力向上推進事
業）

1,655

教育指導事業（児童生徒の理解
促進事業）

教職員の自主的な取組により、教職員の
課題意識を高め、実践的指導力の向上を
図るとともに、新たな教育実践の開発を
促し、課題解決に向けた支援を行う。市
が抱える教育課題の改善を図り、小中一
貫教育を推進する。

「食育」や「小中一貫教育」という、今
日的な教育課題を積極的に研究し、各課
題の改善に向け取組を推進できた。
「食育」では、朝食アンケートの実施や
「学校食育だより特別号」を全家庭に配
布し、朝食の大切さの意識を高める取組
を行った。

260

教育指導事業（教育課題チャレ
ンジ事業）

児童生徒の学力向上を図るため、学力向
上プロジェクト委員会を開催するととも
に、問題データベースを整備する。ま
た、小学3年生から中学2年生までを対象
に学力調査と意識調査を実施し、学習上
のつまずきを把握、分析した結果を授業
改善に生かす。

学力向上プロジェクト委員会を実施し、
小中一貫教育の視点を踏まえて、各校独
自の課題と改善点を、社、滝野、東条の
地域ごとに小中学校合同で検討した。加
えて、重点をおく指導内容を協議した。
また、市独自で実施した総合学力調査の
検証を行い、授業改善の手立て等を次年
度に引継ぎ、継続した授業改善に取り組
んだ。
　委員会実施回数　3回
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［一般会計］
（款）教育費　（項）教育総務費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策
確かな学力・主体的に学ぶ態度の
育成

学校教育課 取組 望ましい運動習慣・食習慣の定着

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策
確かな学力・主体的に学ぶ態度の
育成

学校教育課 取組 ＩＣＴを活用した教育活動の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 健全な子どもを育てる環境づくり

学校教育課 取組 学校・家庭・地域の連携

教育指導費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

児童生徒が置かれた生活環境等の改善を
図るため、各中学校を拠点校にし、外部
福祉関係機関とのネットワークの構築、
学校内におけるチーム体制の構築や保護
者支援を行う。また、令和5年度以降は、
不登校児童生徒への支援促進を図るた
め、勤務日を増加する。

児童生徒の情報活用能力の育成や教員の
ICT活用指導力の向上を図るため、学校へ
のICT支援員の派遣や教員研修を実施す
る。また、1人1台PCを活用するために必
要な教材（プログラミング教材・新聞製
作アプリ）の整備を行うとともに、採点
システムを導入し、教員の業務改善を図
る。

児童生徒の情報活用能力の育成や教員の
ICT活用指導力の向上を図るため、各学
校へICT支援員を派遣すると共に教員研
修を実施した。また、教育用pepperを小
学校・義務教育学校前期課程へ貸し出
し、プログラミング教育を行うととも
に、採点システムを導入することで、教
員の業務改善を図った。
　ICT支援員派遣実績　週1～2回
　　　　　　　　　 　延べ582回

4,775

教育指導事業（スクールソー
シャルワーカー配置事業）

児童生徒が置かれた生活環境の改善を図
るため、各中学校を拠点校に週2～3日配
置し、福祉関係機関との連携や学校内に
おけるチーム体制の強化を図るととも
に、保護者への支援を行った。
　派遣回数　252回
　相談対応・家庭支援件数
　　　　　　　　　　　年間2,344件

22,302

教育指導事業（ICT教育推進事
業）

879

教育指導事業（子どもの体力向
上推進事業）

「加東市子どもの体力向上推進委員会」
を開催して、全ての児童生徒の体力テス
トのデータ分析を行い、義務教育9年間を
通じた中長期的な体力向上の取組を行
う。また、「P.E.（physical
education）マスター」として、県立社高
校生が小学生を支援し、運動習慣の定着
及び体力の向上を図る。

「加東市子どもの体力向上推進委員会」
を開催し、全学年で実施した体力テスト
のデータ分析を行い、義務教育9年間を
通じた中長期的な体力向上の取組に向け
て協議した。また、「P.E.（physical
education）マスター」と称して、とし
て、県立社高校生を小学校・義務教育学
校前期課程へ派遣し、授業支援や実技支
援を行うことで、運動習慣の定着及び体
力の向上を図った。
　P.Eマスター派遣回数　7回
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政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策
確かな学力・主体的に学ぶ態度の
育成

学校教育課 取組 英語教育の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 健全な子どもを育てる環境づくり

学校教育課 取組 働きがいのある学校づくり

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策
確かな学力・主体的に学ぶ態度の
育成

学校教育課 取組 英語教育の充実

教育指導費

1,078

小学校外国語教育推進事業 小学校英語教育の推進を図るため、英語
の音声と文字をつなぐ指導（ジョリー
フォニックス）を行う。また、小学校と
中学校の英語教育の円滑な接続を図るた
め、GTEC Juniorを小学6年生を対象に実
施する。

英語の音声と文字をつなぐ指導（ジョ
リーフォニックス）を小学校・義務教育
学校前期課程で推進するため、研修を
行った。小中学校の英語教育の円滑な接
続を図るため、GTEC Juniorを小学校6年
生を対象に実施した。
　ジョリーフォニックス研修実施回数
　　　　　　　　　　　　　　　　2回

児童生徒の英語によるコミュニケーショ
ン能力を向上させるため、学校にALTを配
置し、学校の英語教育を充実させる。ま
た、「かとう英語ライセンス制度」や
「英検IBA」の実施、英検にチャレンジす
る機会の提供（中学生対象：年1回）を通
して、英語学習への意欲を高める。

児童生徒の英語によるコミュニケーショ
ン能力の向上を図るため、ALTを配置し
た。また、生徒の英語力及び学習意欲の
向上を目的として、英検検定料を助成
（1人年1回）した。加東市独自の「かと
う英語ライセンス検定」を中学生対象に
実施し、レッスンブックの活用を図っ
た。ALTと身近な話題で日常的な英会話
を体験する「わくわく英語村」を実施し
た。
　ALT配置実績　直接契約2人
　　　　　　　 委託契約5人
　わくわく英語村実施日数　3日

5,361

学校保健体育推進事業（部活動
指導員配置・外部指導者派遣・
部活動地域移行事業）

中学校の部活動において、大会引率・監
督ができる部活動指導員を配置し、部活
動の充実及び顧問の負担軽減を図る。ま
た、専門的な指導力を有する外部指導者
を派遣し、専門的な技術指導や活動中の
安全確保を行う。また、令和5年度以降は
部活動の地域移行に向けた準備を進め
る。

中学校及び義務教育学校に部活動指導員
を配置するとともに、部活動外部指導者
を派遣し、部活動の活性化に取り組ん
だ。また、部活動の地域移行に向けて、
部活動あり方検討委員会の開催や先進地
の視察を行った。
　部活動指導員配置人数　12人
　部活動外部指導者派遣人数　2人
　部活動あり方検討委員会開催回数
　　　　　　　　　　　　　　　4回

38,846

語学（英語）指導員派遣事業
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［一般会計］
（款）教育費　（項）教育総務費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 健全な子どもを育てる環境づくり

学校教育課 取組 働きがいのある学校づくり

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策
インクルーシブ教育充実のための
支援

発達サポートセンター 取組 相談・連携体制の強化

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策
インクルーシブ教育充実のための
支援

発達サポートセンター 取組
一人ひとりの特性に合った療育等
の提供

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策
インクルーシブ教育充実のための
支援

発達サポートセンター 取組 相談・連携体制の強化

教育指導費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

全市立学校に、スクールサポートスタッ
フを配置し、教員の事務的業務や、消
毒・検温の感染予防対策業務を担うこと
で、教員が本来の業務に集中し、児童生
徒と向き合う時間を確保した。

12,047

教員が本来の業務に集中し、児童生徒と
向き合う時間を確保するため、教員の事
務的業務や、感染予防対策のための業務
を担うスクールサポートスタッフを配置
する。

スクールサポートスタッフ配置
事業

園や学校と連携し、センターの職員や専
門家による巡回相談を実施し、支援の必
要な子どもへの適切な関わり方について
指導・助言する。また、サポートファイ
ルの重要性についても周知し、活用を推
進する。

センターの職員や専門家による巡回相談
を行い、関わり方についての助言を行っ
た。また、サポートファイルの重要性を
研修等を通して、関係者と共有し活用を
推進した。
　定期園巡回相談　15園
　個別園巡回相談　14園
　定期学校巡回相談　10校
　専門家派遣型教育相談　7校

390

巡回相談事業

442

療育事業
支援の必要な子どもの早期発見に努め、
個別や集団の療育を実施し、子どもが良
好な人間関係を築くことができるように
支援する。

個別療育及び集団療育を行うことで、良
好な人間関係を築くことができるよう支
援した。
　個別療育参加者　延べ19人
　小集団療育参加者　延べ12人
　就学移行支援プログラム参加者
　　　　　　　　　　　　　延べ74人
　SST参加者　延べ29人

3,118

相談事業
支援の必要な方がその人らしく生活でき
ることを目指し、発達検査等を通して、
本人や保護者に適切な関わり方等につい
ての相談を行う。

医師による発達相談、臨床心理士による
発達検査・発達相談、言語聴覚士・理学
療法士・作業療法士等による相談を実施
し、必要な支援についての助言を行っ
た。
　年間相談件数　延べ2,156件
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政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策
インクルーシブ教育充実のための
支援

発達サポートセンター 取組
一人ひとりの特性に合った療育等
の提供

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策
インクルーシブ教育充実のための
支援

発達サポートセンター 取組 相談・連携体制の強化

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策 心の教育の推進

学校教育課 取組
多様性を認め合う児童・生徒の育
成

教育指導費

不登校対策事
業費

1,658

不登校対策事業

不登校問題の未然防止と早期発見、学校
復帰に向けた研修や情報交換を行う。不
登校児童生徒が安心して過ごせる場所を
提供するとともに、個に応じた相談・支
援を行う。不登校支援研究推進指定校を
指定し、不登校児童生徒支援について研
究・実践するほか、市立小学5年生が不安
への対処行動療法を学び、中長期的な不
登校の未然防止を図る。また、令和5年度
は、滝野・東条地域に適応指導教室を増
設する。

社小学校・社中学校を不登校支援研究推
進指定校に指定し、兵庫教育大学＊＊＊
＊准教授を招聘した。不登校児童生徒支
援について助言いただき、児童生徒理解
及び保護者の支援に役立てた。更に、全
小学5年生が不安を軽減する「勇者の
旅」プログラムを実施し、不安は悪いこ
とではなくコントロールする練習が大事
と学んだ。また、適応指導教室を滝野・
東条地域に増設し、子どもの不安に向き
合う支援を行い、再登校に向けて生活習
慣の改善や学習を支援することができ
た。
　講師招聘回数　17回
　不登校児童生徒の学校への
　　　　　　　　　　完全復帰　1人
　　　　　　　　　　部分復帰　11人

319

発達障害の特性や支援の必要な子どもへ
の関わり方、効果的な支援方法、また就
労に向けての内容の研修を行い、発達障
害への理解を深めることができた。
　研修回数　7回
　参加者　延べ280人
  参加者理解度アンケート平均
　　3.7（4段階評価）

来所者が安全・快適に施設を利用できる
ように、施設の長寿命化工事を行う。

来所者が安全・快適に施設を利用できる
ように、施設の長寿命化工事及びその監
理委託を行った。

35,186

発達サポートセンター運営事業

研修・啓発事業

発達障害等に関する知識や理解を深める
ため、教育・福祉従事者や市民を対象に
研修を実施する。
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［一般会計］
（款）教育費　（項）教育総務費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策 小中一貫教育の推進

小中一貫教育推進室 取組 小中一貫校の整備

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策 小中一貫教育の推進

小中一貫教育推進室 取組 小中一貫校の整備

（款）教育費　（項）小学校費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 学校教育環境の充実

担当課 主要施策 学校教育環境の整備充実

教育総務課 取組
学校教育施設や設備の整備・維持
管理

小中一貫校整
備費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

小中一貫教育を推進するため、社地域小
中一貫校を令和元年度から令和6年度まで
の6か年で整備する。令和5年度は、令和4
年度に引き続き増築棟の整備工事を進め
るほか、開校に必要な備品等の購入を順
次進める。

社地域小中一貫校の整備を進めるため、
社地域小中一貫校建設工事を推進した。
また、開校準備委員会を3回、学校運営
委員会を1回開催し、スクールバス乗降
場所及び徒歩通学路、校歌に関する協議
を行った。

493,733

滝野地域小中一貫校整備事業 小中一貫教育を推進するため、滝野地域
小中一貫校を令和4年度から令和9年度ま
での6か年で整備する。令和5年度は、令
和4年度に策定した基本計画の成果を踏ま
え、基本設計・実施設計に着手する。

滝野地域小中一貫校の整備を進めるた
め、基本設計、土地取得、物件移転補償
を行った。
また、開校準備委員会を4回、施設整備
委員会を2回、学校運営委員会を2回開催
し、通学方法やスクールバス乗降場所、
基本設計に関する協議を行った。

4,048,809

社地域小中一貫校整備事業

学習環境を改善するため、机椅子更新計
画に基づき、現行のJIS規格の机椅子に更
新する。
　机椅子　717セット

机椅子を購入し、適切な学習環境を整え
ることができた。
　机椅子　717セット

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

学校管理費

20,837

小学校管理事務事業(児童机椅子
購入)
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政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 学校教育環境の充実

担当課 主要施策 学校教育環境の整備充実

教育総務課 取組
学校教育施設や設備の整備・維持
管理

（款）教育費　（項）中学校費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 学校教育環境の充実

担当課 主要施策 学校教育環境の整備充実

教育総務課 取組
学校教育施設や設備の整備・維持
管理

（款）教育費　（項）社会教育費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 健全な子どもを育てる環境づくり

生涯学習課 取組 学校・家庭・地域の連携

社会教育総務
費

750

地域学校協働本部事業

学習環境を改善するため、机椅子更新計
画に基づき、現行のJIS規格の机椅子に更
新する。
　机椅子　273セット

机椅子を購入し、適切な学習環境を整え
ることができた。
　机椅子　273セット

学校管理費

8,071

中学校管理事務事業(生徒机椅子
購入)

地域と学校が相互にパートナーとして行
う活動の地域側の活動主体として、東条
学園小中学校に地域学校協働本部を設置
し、地域と学校の双方向の「連携・協
働」活動を強化する。

地域と学校の連携・協働に向けて、運営
委員会を年間4回開催し、「通学路の見
える化」や「校外(児童生徒作品)展
示」、東条学園戸坂法面に「TOJO」の文
字をかたどった花壇を作り、地域と学校
関係者（生徒含む）で花植えを行う等の
各種協働活動の推進に向けて取り組むこ
とができた。

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

学校管理費

12,649

小学校施設整備事業(耐力度調
査) 小中一貫校開校に伴い令和9年度末で閉校

となる滝野東小学校及び滝野南小学校に
ついて、施設の利活用検討資料として活
用するため、耐力度調査を行う。

滝野東小学校及び滝野南小学校の耐力度
調査を実施し、検討資料の作成に活用し
た。

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果
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［一般会計］
（款）教育費　（項）社会教育費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 社会教育を支える土台づくり

生涯学習課 取組 学びの場や機会の充実

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 社会教育を支える土台づくり

生涯学習課 取組 学びの場や機会の充実

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策 心の教育の推進

学校教育課 取組
多様性を認め合う児童・生徒の育
成

政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学校教育の充実

担当課 主要施策 心の教育の推進

学校教育課 取組
多様性を認め合う児童・生徒の育
成

社会教育総務
費

人権教育費

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

生命の大切さや人権尊重の心、自立心等
を育むとともに、夢を持つ素晴らしさを
伝えるため、小学生（5・6年生）及び中
学生（全学年）を対象に、人権教育講演
会を開催する。

小学5・6年生、中学生を対象に、人権教
育講演会を5会場で実施し、子どもたち
の人権への関心と理解を深めることがで
きた。
　満足度（児童生徒アンケートによる）
　　96.6％が「大変満足」
　　　　　　「まあ満足」と回答

1,311

小中学校人権教育講演会事業

放課後、子どもたちの地域における居場
所及び活動拠点として「地域子ども教
室」を開設し、地域の指導者や大学生ス
タッフと共に、宿題や自由遊び、季節の
イベントや特別講演を通してつながりを
築き、子どもたちの心身の健全育成を図
る。

市内8教室11会場で開催し、年間通し
て、児童が延べ5,939人、地域の指導者
が延べ1,640人、学生ボランティアが延
べ151人が参加し、異年齢の子どもが、
地域の指導者や学生ボランティアと共
に、学校の宿題や遊び、季節イベント等
を通じ、地域でのつながりの場を確保す
ることができた。

4,006

子ども教室

1,169

小学生チャレンジスクール

小学生の健全育成を図るため、学校や学
年の異なる児童たちに野外活動や体験活
動等の場を提供する。

学校以外での様々な学びの場として、野
外活動や創作活動等の体験学習ができる
機会を提供し、自立して力強く生き抜く
ための「人間力」や、よりよい人間関係
を構築する力を育成できた。15事業44回
を開催し、青少年の健全育成につながっ
た。
　参加者　647人

163

人権教育スキルアップ事業 歴史研究の深まりによって、教職員が新
たな視点で同和教育や人権教育を研修し
直す必要があるため、教職員を対象にし
た研修を行い、新たな知識を習得すると
ともに、今後の指導に役立てる。

主に経験年数15年未満の教職員を対象と
した人権スキルアップ講座としてフィー
ルドワークを実施した。教職員の人権意
識の高揚と人権教育の指導に係るスキル
アップを目指し、13名の教職員が当該
フィールドワークに参加し、学びを深め
た。
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政策
Ⅰ未来を創造する子どもたちを育
む学びのまち

施策 学びや育ちを支える環境づくり

担当課 主要施策 健全な子どもを育てる環境づくり

学校教育課 取組 地域における子どもの安全確保

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 社会教育を支える土台づくり

生涯学習課 取組 学びの場や機会の充実

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 社会教育を支える土台づくり

生涯学習課 取組 学びの場や機会の充実

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 社会教育を支える土台づくり

生涯学習課 取組 学びの場や機会の充実

コミュニティ
センター費

162,086

地域交流センター管理運営事業 円滑な貸館業務と利用者への快適な空間
を提供するため、空調機器改修工事に着
手する。併せて、外壁改修工事、屋上防
水改修工事及び内部改修工事に係る実施
設計を実施すると共に、アスベスト含有
建材調査を実施する。

これまで重油で運転していた空調設備を
電気で稼働する設備に変更し省エネ化を
図ることができた。併せて、施設の長寿
命化を図るべく、外壁改修、屋上防水、
内装改修、LED化改修工事にかかる実施
設計を行った。なお、空調設備改修工事
において、アスベストが含有していた配
管類を撤去できた。

62,920

東条会館管理運営事業

公民館費

38,311

公民館維持管理事業（滝野公民
館・長寿命化計画に係る実施設
計及び工事）

利用者の安全安心を確保するため、外壁
改修工事及び屋外防水改修工事に着手す
る。併せて、空調機器改修工事、LED化改
修工事及び内部改修工事に係る実施設計
を実施する。

外壁・屋上防水改修工事を実施し、外部
の施設の長寿命化を行った。また、空調
機器改修、LED化、内部改修工事の実施
設計を行い、建物内部の改修内容を策定
した。

旧東条東小学校校舎を転用した、新たな
東条会館の維持管理・運営業務を行う。
また、旧東条会館施設の解体撤去工事及
びアスベスト含有建材除去工事に着手す
る。

旧東条会館施設の解体、撤去工事を行
い、併せて、アスベスト含有建材除去も
完了した。また、新しいコミュニティセ
ンター東条会館には新たに机・椅子を配
置し、利便性の向上を図った。

青少年セン
ター費

2,014

青少年センター運営事業
青少年補導活動、相談活動、子どもの安
全安心活動を総合的に推進し、児童生徒
の安全と青少年の非行防止、健全育成を
図る。

花まつり・鮎まつり、加東市花火大会、
加東市夏のおどり、佐保神社秋まつり
（宵宮・本宮）が4年ぶりに実施され、
街頭補導を行った。また、学校・防犯協
会・警察といった関係機関・団体との連
携を密にすることにより、青少年の健全
育成及び青少年を取り巻く環境の浄化活
動を推進した。
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［一般会計］
（款）教育費　（項）社会教育費 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 社会教育を支える土台づくり

生涯学習課 取組 学びの場や機会の充実

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 市民文化の創造の促進

生涯学習課 取組 文化芸術に触れる機会の充実

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 図書館機能の充実

中央図書館 取組 魅力ある図書館づくりの推進

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 図書館機能の充実

中央図書館 取組 魅力ある図書館づくりの推進

4,586

図書館運営事業

図書等の配送業務により、3館所蔵の図書
の貸出返却が身近な図書館で行えるよう
利用者の利便性を図る。また、学校との
連携により、図書館の図書を小中学校で
も利用してもらうため、市立の小中学校
へ図書を届ける。そのほか、館内で情報
を得やすくするため、無線LAN環境を整え
る。

毎日の資料配送により、取り寄せ資料、
予約及びリクエスト資料の提供が円滑に
行えた。
また、学校との連携により、児童生徒が
様々な本に触れる機会を提供できた。
　おとどけ図書館
　　小学校　9,600冊　中学校　700冊

利用者の安全安心を確保するため、長寿
命化改修工事に着手する。

校舎棟の撤去・解体工事に伴い、東条西
ふれあい館への送電線の改修工事を実施
すると共に、自動火災報知設備や避難誘
導灯を設置し、安心して利用いただける
施設に向けて整備を行った。

文化会館運営
費

72,980

やしろ国際学習塾整備事業

利用者の安全安心を確保し施設の長寿命
化を図るため、屋上防水改修工事及びア
スベスト除去工事に着手する。

屋上や屋根の改修工事を実施し、施設の
長寿命化を図った。また、施設利用者が
さらに安心して利用できるよう、イン
ターロッキングの不陸の改修工事や漏水
修繕工事を行った。

2,745

東条西ふれあい館管理運営事業

読書バリアフリー法（「視覚障害者の読
書環境の整備の推進に関する法律」）に
基づき、図書館資料の宅配サービスや、
館内の読書バリアフリー化に取り組む。

図書館利用が困難な市民に向けて「図書
館資料宅配サービス」を始め、館内では
読書バリアフリーを進めた。
　拡大読書器の新規設置・更新
　カート等の配置

1,359

図書館運営事業（読書バリアフ
リー）

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

図書館費

コミュニティ
センター費
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政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 図書館機能の充実

中央図書館 取組 図書館利用の促進

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 図書館機能の充実

中央図書館 取組 魅力ある図書館づくりの推進

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策 図書館機能の充実

中央図書館 取組 魅力ある図書館づくりの推進

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 生涯学習の充実

担当課 主要施策
生涯スポーツ・レクリエーション
の推進

生涯学習課 取組
スポーツを通した健康・体力づく
りの推進

図書館費

滝野図書館施設維持管理事業
（3階屋上防水改修工事）

利用者の安心安全を確保し、サービスを
向上させるため、劣化が進んでいる3階屋
上の防水改修工事を行う。

3階屋上防水改修工事を行い利用者に安
心で快適な環境を提供した。

29,920

中央図書館施設維持管理事業
（内装改修工事）

26,041

図書館充実事業

資料提供をするため図書・雑誌・紙芝
居・CD・新聞・官報を購入する。

資料収集に努め、必要な情報を市民に提
供できた。
　図書の購入　18,586冊
　その他の資料（雑誌・新聞・紙芝居・
CD・官報）の購入
郷土資料の修繕と将来を見据えた電子
データの作成を始めた。

東条第二体育館と統合し、東条地域の屋
内運動場の拠点として利用するため、東
条第一体育館の耐震・長寿命化改修及び
空調設備整備工事を実施する。

耐震・内装・外壁改修及びLED化、空調
設備整備工事を行い、施設を安全・安心
に利用いただけるよう長寿命化改修工事
を行った。

体育施設費

210,351

東条第一体育館管理事業

利用者の快適性を確保し、サービスを向
上させるため、劣化が進んでいる内装
（絨毯、カーテン、壁）の改修工事を実
施する。

内装改修工事により、利用者が快適に図
書館を利用できるようになった。
　カーペットの貼り換え
　壁紙の貼り換え
　カーテンの取り換え
旧図書・情報センターの書架を1階に移
設増設するとともに、2階会議室を飲食
可能な空間に変更した。

26,627
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［一般会計］

（款）教育費　（項）保健体育費 （単位：千円）
事業費

千円

政策
Ⅱ学習環境が充実した文化あふれ
るまち

施策 学校教育環境の充実

担当課 主要施策 学校教育環境の整備充実

教育総務課 取組 学校施設等の適切な維持管理

学校給食費

31,030

学校給食材料購入事業
楽しみのある学校給食特別メニュー「か
とう夢プラン」で、地産地消及び季節感
のある行事食の献立を月一回提供する。
また、学校給食充実材料費として、安全
安心の地元食材やアレルギー代替食材の
使用、カルシウム増量の栄養価確保によ
り食育を推進する。

楽しみのある学校給食特別メニューとし
て、季節感のある食材や地産地消を活か
した行事食により、子どもたちが食の楽
しみを感じる給食を提供できた。また、
学校給食充実材料事業により、安全安心
の地元食材やアレルギー代替食材の使
用、栄養価確保を行った。
　かとう夢プラン事業　 　33,383食
　学校給食充実材料事業　510,249食
　給食費無償化 　　　　　 2,768人

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

- 88 -



［国民健康保険特別会計］
（款）保健事業費　（項）特定健康診査等事業費

事業費
千円

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

（款）保健事業費　（項）保健事業費
事業費

千円

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

5,306

医療費適正化 国保被保険者の医療事業を充実させると
ともに、健康増進及び医療費の適正化を
図るため、ジェネリック医薬品の推奨・
啓発（差額通知、保険証に貼るシールの
郵送）及び糖尿病性腎症重症化予防事業
を実施する。

ジェネリック医薬品差額通知（年3回）
の発送により、ジェネリック医薬品の占
める割合が、医薬品全体の43.3％となっ
た。また、がん検診（無料）は、胃がん
検診が454人、大腸がん検診は1,302人と
なった。糖尿病性腎症重症化予防事業で
は、医療機関と連携し、受診勧奨及び管
理栄養士による栄養指導を行った。
　未受診者勧奨　　6人
　治療中断者勧奨　6人
　栄養指導　　　　2人

4,015

人間ドック受診事業

国保被保険者のさらなる健康増進及び医
療費の適正化を図るため、人間ドック受
診に要する費用の一部を助成する。

人間ドックの受診を国保被保険者に促
し、受診者が自身の健康に対する意識を
高め、受診機会を増やすことができた。
　人間ドック受診者（計 167人）
　　加東市民病院（日帰り）　 92人
　　加東市民病院以外　　　　 75人
　　（日帰り 62人、1泊2日 13人）

保健衛生普及
費

特定健康診査
等事業費

15,291

特定健康診査等事業

健康増進を推進し、将来の医療費を抑制
するため、生活習慣病に着目した特定健
康診査及び保健指導を実施する。

特定健康診査により疾病の早期発見・早
期治療につなげることができた。また治
療が必要な方に生活指導を行うことで、
健康を増進することができた。
　特定健康診査(受診率39.7%)
　　対象者　4,786人
　　受診者　1,899人
　特定保健指導
　　動機付け支援　 85人
　　積極的支援　　 25人

目

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

事業名
総合計画の位置付け

事業目的・事業内容 事業成果
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［後期高齢者医療特別会計］
（款）後期高齢者医療広域連合納付金　（項）後期高齢者医療広域連合納付金 （単位：千円）

事業費
千円

政策
Ⅲひと・くらし・自然が調和した
共生・協働のまち

施策 便利で安心なくらしの実現

担当課 主要施策 医療保険制度等の充実と適正運用

保険医療課 取組 各種制度の適正な運用

事業名
総合計画の位置付け

事業目的・事業内容 事業成果

後期高齢者医
療広域連合納
付金

554,291

後期高齢者医療広域連合納付事
業

後期高齢者医療制度に係る保険料を市が
徴収し、広域連合へ納付する（保険基盤
安定負担金含む。）。

保険料を徴収し、後期高齢者医療保険制
度の運営につながった。
　特別徴収額　274,059千円
　　　徴収率　 100.00％
　普通徴収額　168,921千円
　　　徴収率    99.20％
過年度徴収額  　  709千円
　　　徴収率　  35.28％ 全体 99.40％

目
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[介護保険保険事業特別会計]
（款）総務費　（項）計画策定費

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護保険制度の健全かつ円滑な運
営

高齢介護課 取組
介護保険サービスの提供体制の確
保

（款）保険給付費　（項）介護サービス等諸費
事業費

千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護保険制度の健全かつ円滑な運
営

高齢介護課 取組
介護保険サービスの提供体制の確
保

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護保険制度の健全かつ円滑な運
営

高齢介護課 取組
介護保険サービスの提供体制の確
保

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

地域包括ケアシステムの推進、高齢者人
口や介護サービスのニーズを中長期的に
見据えつつ、令和6年から3年間の高齢者
の福祉や介護保険事業についての具体的
な内容を定めるため、老人福祉法第20条
の8の規定に基づく介護老人福祉計画及び
介護保険法第117条第1項の規定に基づく
介護保険事業計画を一体的に策定する。

高齢者保健福祉計画・第9期介護保険事
業計画策定委員会の実施により、「高齢
者保健福祉計画・第9期介護保険事業計
画」を作成し、高齢者の福祉や介護保険
事業についての具体的な内容を定めるこ
とができた。
　
　計画策定委員会　4回
　計画策定員　13名

計画策定費

2,802

計画策定事業

要介護認定者（要介護1～要介護5）が利
用された通所介護、短期入所生活介護等
の在宅サービスに係る保険給付により、
対象者の負担軽減を図ることができた。
　年間延べサービス利用者数　24,151人
　年間延べサービス実施回数 375,532回

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

地域密着型
サービス給付
費

650,479

地域密着型サービス給付事業

要介護認定者（要介護1～要介護5）が利
用する地域密着型介護サービスに係る保
険給付を行う。

要介護認定者（要介護1～要介護5）が利
用された地域密着型介護サービスに係る
保険給付により、対象者の負担軽減を図
ることができた。
　年間延べサービス利用者数　4,763人
　年間延べサービス実施回数 80,744回

居宅介護サー
ビス給付費

1,073,895

居宅介護サービス給付事業

要介護認定者（要介護1～要介護5）が利
用する通所介護、短期入所生活介護等の
在宅サービスに係る保険給付を行う。
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[介護保険保険事業特別会計]
（款）保険給付費　（項）介護サービス等諸費

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護保険制度の健全かつ円滑な運
営

高齢介護課 取組
介護保険サービスの提供体制の確
保

（款）保険給付費　（項）介護予防サービス等諸費
事業費

千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護保険制度の健全かつ円滑な運
営

高齢介護課 取組
介護保険サービスの提供体制の確
保

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護保険制度の健全かつ円滑な運
営

高齢介護課 取組
介護保険サービスの提供体制の確
保

事業成果

地域密着型介
護予防サービ
ス給付費

3,170

地域密着型介護予防サービス給
付事業

要支援認定者（要支援1、要支援2）が利
用する地域密着型介護予防サービスに係
る保険給付を行う。

要支援認定者（要支援1、要支援2）が利
用された地域密着型介護予防サービスに
係る保険給付により、対象者の負担軽減
を図ることができた。
　年間延べサービス利用者数    65人
　年間延べサービス実施回数 1,486回

施設介護サー
ビス給付費

1,217,543

施設介護サービス給付事業
要介護認定者(要介護1～要介護5)が利用
する介護老人福祉施設、介護老人保健施
設等の施設サービスに係る保険給付を行
う。

要介護認定者（要介護1～要介護5）が利
用された介護老人福祉施設、介護老人保
健施設等の施設サービスに係る保険給付
により、対象者の負担軽減を図ることが
できた。
　年間延べサービス利用者数 　4,532人
　年間延べサービス実施回数 129,774回

居宅介護予防
サービス給付
費

59,720

居宅介護予防サービス給付事業
要支援認定者（要支援1、要支援2）が利
用する介護予防訪問看護、介護予防通所
リハビリテーション等の在宅介護予防
サービスに係る保険給付を行う。

要支援認定者（要支援1、要支援2）が利
用された訪問看護、通所リハビリテー
ション等の在宅予防サービスに係る保険
給付により、対象者の負担軽減を図るこ
とができた。
　年間延べサービス利用者数  3,580人
　年間延べサービス実施回数 71,401回

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容
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（款）保険給付費　（項）高額介護サービス等諸費
事業費

千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護保険制度の健全かつ円滑な運
営

高齢介護課 取組
介護保険サービスの提供体制の確
保

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護保険制度の健全かつ円滑な運
営

高齢介護課 取組
介護保険サービスの提供体制の確
保

（款）保険給付費　（項）特定入所者介護サービス等費
事業費

千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護保険制度の健全かつ円滑な運
営

高齢介護課 取組
介護保険サービスの提供体制の確
保

高額医療合算
介護サービス
費

11,480

高額医療合算介護サービス給付
事業 同一世帯内の医療保険加入者で1年間の介

護保険と医療保険の合計額が自己負担の
限度額を超えた場合に係る保険給付を行
う。

医療保険と介護保険の両方の自己負担の
年間合計額が限度額を超えた場合に係る
保険給付により、対象者の負担軽減を図
ることができた。
　年間延べサービス利用者数 425人

特定入所者介
護サービス費

98,782

特定入所者介護サービス給付事
業

要介護認定者のうち低所得者の施設、短
期入所サービスに係る居住費及び食費に
係る保険給付を行う。

要介護認定者（要介護1～要介護5）のう
ち低所得者の施設、短期入所サービスに
係る保険給付を行うことにより、対象者
の負担軽減を図ることができた。
　年間延べサービス利用者数  3,135人
　年間延べサービス実施回数 82,121回

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

高額介護サー
ビス費

71,739

高額介護サービス給付事業
介護保険の在宅サービス及び施設サービ
スの1か月の利用料の合計額が自己負担の
上限額を超えた場合に係る保険給付を行
う。

高額介護サービス対象者に保険給付を行
うことにより、対象者の負担軽減を図る
ことができた。
　年間延べサービス利用者数 6,301人

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果
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[介護保険保険事業特別会計]
（款）地域支援事業費　（項）包括的支援事業・任意事業

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組 多様な生活支援の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護保険制度の健全かつ円滑な運
営

高齢介護課 取組 介護保険給付の適正化

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組
高齢者を地域で支える仕組みづく
りの推進

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

3,409

家族介護用品支給事業
重度の要介護認定者（要介護4、要介護
5）を在宅で介護している介護者の経済的
負担の軽減を図るため、介護用品を支給
する。

介護用品の支給で、重度の要介護高齢者
を在宅で介護している介護者の経済的負
担の軽減を図ることができた。
　課税世帯（月2.5千円）　87人
　非課税世帯（月5千円）　48人

1,748

介護給付等費用適正化事業 保険給付受給者に、6か月に1回、介護保
険給付額等の通知をする。また、介護給
付適正化事業運用支援業務システムを用
いた給付費点検により、事業所にケアプ
ラン作成についての助言指導を実施す
る。

介護保険の受給者に対して、介護給付費
通知を実施することにより、介護費用の
請求額と利用されたサービス内容に誤り
がないか確認いただき、適正なサービス
利用を啓発した。また、認定調査に関す
る研修を行い、ケアマネジャーや介護関
係者のスキルの向上を図ることができ
た。
　介護給付費通知
  　1回目　1,762通
　　2回目　1,815通
　ケアプラン点検を実施（3事業所）
    初回　    令和5年7月7日
    フォロー　令和5年9月29日

在宅医療・介
護連携推進事
業費

13,296

在宅医療・介護連携推進事業 医療と介護を切れ目なく一体的に提供で
きるよう保健・医療・介護の多職種の関
係機関と連携し、課題解決に向けた取組
を推進する。また、在宅医療や介護連携
に関する研修会を開催し、市民や関係者
への普及啓発を行う。

医療・介護関係者の研修や会議を実施
し、関係構築、相互理解を深めることが
できた。また、市民が医療や介護につい
て、自ら考え選択できるよう介護保険申
請の流れについての説明や、通所型・訪
問型事業所サービス等を掲載した冊子の
配布等、普及啓発を推進した。
　医療・介護関係者の研修会
                       　 2回 81人
　在宅医療・介護連携セミナー
                          1回 59人

任意事業費
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組 認知症支援体制の充実

（款）地域支援事業費　（項）介護予防・生活支援サービス事業費
事業費

千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組
高齢者を支える人材育成と活動の
場の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組 介護予防の充実

介護予防・生
活支援サービ
ス事業費

3,857

生活支援サポーター活動支援事
業 コーディネーターの調整により協力会員

と依頼会員をマッチングさせ、生活支援
活動を実施する、かとう介護ファミリー
サポートセンターの運営を社会福祉法人
加東市社会福祉協議会へ委託する。

協力会員が依頼会員に話し相手など簡単
な手助けを行い、高齢者が安心して生活
を送ることに寄与できた。
　依頼会員　86人
　　利用人数　22人
 　 延べ利用回数　340回
　協力会員　30人
　　実活動人数　12人
　　延べ活動回数　340回

介護予防・生
活支援サービ
ス事業費

1,161

訪問介護相当サービス事業

要支援認定者及び介護予防・生活支援
サービス事業対象者の日常生活を援助す
る訪問介護に相当するサービスを行う。

要支援認定者等が要介護認定者の訪問介
護に相当するサービスを受けることで、
自立した生活の継続を可能にし、要介護
状態への進行を抑制することができた。
　訪問介護相当サービス利用者数　50人

認知症総合支
援事業費

1,275

認知症総合支援事業
認知症の方とその家族が安心して暮らせ
るために、地域におけるネットワークを
強化し、地域全体で支える体制整備を促
進する。（認知症の早期発見・早期介
入、認知症への理解を深める普及・啓
発、家族支援、医療や介護サービスを担
う人材の育成）

認知症の理解を深めるために普及啓発を
行うとともに、認知症の方やその家族を
適切な医療機関・介護機関等へとつな
ぎ、集中的、継続的な支援することがで
きた。
　認知症初期集中支援チーム員会議9回
　　　　　　　　　（対象ケース21件）
　認知症サポーター養成講座
　　　　　　　　　　　　6回（112人）
　ひとり外出見守り・SOSネットワーク
  会議　1回
　ひとり外出見守り声かけ体験ウォーキ
　ング　2回（71人）
　物忘れ相談プログラムの活用　282件

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果
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[介護保険保険事業特別会計]
（款）地域支援事業費　（項）介護予防・生活支援サービス事業費

事業費
千円

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組 介護予防の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組 介護予防の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組 介護予防の充実

要支援認定者や介護予防・生活支援サー
ビス事業対象者に通所型サービスを行
い、閉じこもり予防や自立した生活に役
立てることができた。
　通所型サービスA
　　元気応援通所事業利用者数
　　　　　　　　　　　　延べ1,103人
　　ミニデイサービス利用者数
　　　　　　　　　　　　　延べ534人
　通所型サービスC（短期通所介護）
　　元気になろうデイ利用者数
　　　　　　　　　 　　　　延べ32人

介護予防・生
活支援サービ
ス事業費

769

かとうふまねっと事業 要支援認定者及び介護予防・生活支援
サービス事業対象者に対して、転倒防
止、認知症予防のために、50cm四方のマ
ス目でできた大きな網（ネット）を床に
敷き、それを踏まずに歩行する運動等を
行う、ふまねっと事業を行う。

プログラムに沿ったステップを使い、手
拍子・歌いながらネットを踏まないよう
にする歩行運動を実施し、歩行機能の改
善や注意力・集中力の向上、認知症予防
につなぐことができた。
　通所型サービスB
　　かとうふまねっと教室
　　　やしろショッピングパークBio
　　　　36回　延べ365人
　　　南山活性化支援施設（ミナクル）
　　　　36回　延べ184人

目
事業名

総合計画の位置付け
事業目的・事業内容 事業成果

介護予防・生
活支援サービ
ス事業費

576

通所介護相当サービス事業 要支援認定者及び介護予防・生活支援
サービス事業対象者に対して、閉じこも
りや転倒を予防し、要介護状態にならな
いようにするための通所介護に相当する
サービスを行う。

要支援認定者等が要介護認定者の通所介
護に相当するサービスを受け、閉じこも
り予防や転倒予防などで要介護状態にな
らないよう自立した生活の維持に役立て
ることができた。
　通所介護相当サービス利用者数　18人

介護予防・生
活支援サービ
ス事業費

19,356

通所型サービス事業
要支援認定者及び介護予防・生活支援
サービス事業対象者に対して、閉じこも
りの予防や自立支援に資するための基準
を緩和した通所型サービスを行う。
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政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策
介護予防と高齢者の生きがいづく
りの推進

高齢介護課 取組 介護予防の充実

政策
Ⅳ子どもから高齢者まで安心して
くらし続けられるまち

施策 地域福祉の推進

担当課 主要施策 地域包括ケアの推進

高齢介護課 取組
高齢者を地域で支える仕組みづく
りの推進

要支援認定者等のサービス利用調整と介
護予防サービス計画を作成し、その後目
標の達成状況の評価を利用者と共有しな
がら、新たな目標の設定や利用するサー
ビスの見直し等により、要支援者等の介
護予防を図ることができた。
　総合事業サービス計画作成　1,244件
　介護予防サービス計画作成　2,592件

介護予防・生
活支援サービ
ス事業費

19,490

介護予防ケアマネジメント事業
要支援認定者及び介護予防・生活支援
サービス事業対象者に対して、自立した
生活を送るためのケアプランを作成す
る。

介護予防・生
活支援サービ
ス事業費

4,287

訪問型サービス事業
要支援認定者及び介護予防・生活支援
サービス事業対象者に対して、自立した
生活支援の継続を図るための軽易な訪問
型サービスを行う。

要支援認定者や介護予防・生活支援サー
ビス事業対象者の居宅において生活援助
等のサービスを行い、自立した生活の継
続に寄与できた。
　訪問型サービスA
　　日常生活援助事業利用者数　500人

かとうふまねっと教室への参加に送迎が
必要な方の会場までの移動支援や買い物
支援を行い、要支援者等の介護予防を
図った。
　訪問型サービスD
　　やしろショッピングパークBio
　　　36回　延べ365人
　　南山活性化支援施設（ミナクル）
　　　36回　延べ115人
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